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(1) 現況 
 ① 大学名 
   国立大学法人熊本大学 
 
 ② 所在地 

黒髪キャンパス（大学本部、文学部、教育学部、法学部、理学部、 
工学部）                   熊本県熊本市中央区 

   本荘・九品寺キャンパス（医学部、附属病院）  熊本県熊本市中央区 
   大江キャンパス（薬学部）           熊本県熊本市中央区 
 
 ③ 役員の状況 
   学長 谷口 功（平成21年４月１日～平成27年３月31日） 
   理事 ６人 
   監事 ２人 
 
 ④ 学部等の構成 
  （学 部）文学部、教育学部、法学部、理学部、医学部、薬学部、工学部 
  （研究科）教育学研究科、社会文化科学研究科、自然科学研究科、 
       生命科学研究部、医学教育部、保健学教育部、薬学教育部、 
       法曹養成研究科 
  （研究所）発生医学研究所※ 
              パルスパワー科学研究所 
       ※は、共同利用・共同研究拠点に認定の附置研究所等を示す。 
  
 ⑤ 学生数及び教職員数（平成25年５月１日現在） 
   学生数 
    学部                   8,075人（ 51人） 
    大学院 
     修士課程（博士前期課程）        1,315人（ 92人） 
     博士課程（博士後期課程）         725人（149人） 
     専門職学位課程               39人（ 0人） 
   教職員数 
    教員                   1,013人 
    職員                   1,542人 

 
(2) 大学の基本的な目標等 
 熊本大学は、生命科学、自然科学、人文・社会科学の各分野にわたる、充実
した学部、大学院、研究所等を備えた、我が国を代表する研究拠点大学として
の役割を果たす。そのために、アジア諸国はもとより広く海外の諸大学等との
人的・文化的交流を通じて、「人の命、人と自然、人と社会」に関する活発な
研究活動を推進し、その成果を基盤として教育・研究の国際性を高め、大学院
教育においては、国際社会のリーダーとして活躍できる先導的研究者及び高度
専門職業人を養成する。学部教育においては、その基礎としての幅広い教養を
持ち高度な課題解決能力を有する人材を育成する。また、教育・研究活動の成
果を活用して、広く地域及び国際社会に貢献する。 
 熊本大学は、上記の目的を達成するために、特に次のような取組を推進す
る。 
 大学院においては、国際的通用性の高い教育プログラムやカリキュラムを整
備するとともに教育の実質化をより一層推進する。学士課程教育においては、
学習成果に基づいた教育プログラムを整備するとともに創造的知性と実践力に
重点を置いたカリキュラムを充実する。また、各課程の目的と学位授与の方針
に則し、明確な評価基準に基づいた学習成果の検証によって、学士課程教育及
び大学院教育の質を向上させる。 
 研究においては、真理の創造と発見のため、国際的な先端拠点研究の推進に
加えて、拠点形成研究等を通しての質の高い研究及び研究者の自由な発想に基
づく基盤的・先導的研究を推進することを通して、国際的な視野に立って、将
来の学術研究の推進を担うことのできる人材を育成する。 
 このような教育・研究の成果を、イノベーション推進機構を中心として知的
財産等の活用を推進するとともに、地方自治体及び地域の大学等と連携し、魅
力ある地域づくり、地域文化の向上、教育の質向上等の取組を推進する。 
 国際化の推進においては、国際化推進機構を核として、国際化環境を整備し
て教育研究の国際化基盤を確立する。特に、九州との関わりの深い環黄海地域
を中心に東アジア諸国との国際交流を強化するとともに、新興諸国との連携を
拡大しながら、将来構想としての世界水準の教育研究と国際的に通用する人材
育成のための「グローバルアカデミックハブ（国際的な知の拠点）」の形成を
進める。これらの活動を通して、名実ともに九州を代表する国際化推進拠点大
学としての役割を果たす。 
 
(3) 大学の機構図 
 
  次頁のとおり 
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熊本大学事務組織

平 成 ２４ 年 度 平 成 ２５ 年 度

学
長

理
事
・

副
学
長

監査室

マーケティング推進部 部長付

研究推進ユニット

産学連携ユニット

地域連携ユニット

国際戦略ユニット

経営企画本部

学
長

監査室

経営企画本部

図書館ユニット

グローバルＣＯＥ推進ユニット

教育研究推進部

広報戦略ユニット

人文社会科学系事務ユニット

教育学部事務ユニット

自然科学系事務ユニット

生命科学系事務ユニット

契約ユニット

企画経営ユニット

医学部附属病院事務部 総務・人事ユニット

財務・調達ユニット

施設・保全ユニット

学務ユニット

学生支援部 入試ユニット

キャリア支援ユニット

医事ユニット

教育研究推進部 生命科学系事務ユニット

マーケティング推進部 部長付

理
事
・

副
学
長

研究推進ユニット

産学連携ユニット

地域連携ユニット

国際戦略ユニット

広報戦略ユニット

契約ユニット

図書館ユニット

先端研究教育拠点推進ユニット

人文社会科学系事務ユニット

教育学部事務ユニット

自然科学系事務ユニット

総務・人事ユニット

財務・調達ユニット

施設・保全ユニット

入試ユニット

学生支援部 部長付

企画経営ユニット医学部附属病院事務部

医事ユニット

学務ユニット

キャリア支援ユニット
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男女共同参画推進室

コンプライアンス室

高大連携推進室

男女共同参画推進室

コンプライアンス室

高大連携推進室

総務ユニット

人事・労務ユニット

企画・評価ユニット

運営基盤管理部 財務ユニット

情報企画ユニット

施設企画ユニット

施設管理ユニット

総務ユニット

人事・労務ユニット

財務ユニット
運営基盤管理部

情報企画ユニット

施設企画ユニット

施設管理ユニット
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　附属幼稚園

　附属小学校

　法学部 　附属中学校

　附属特別支援学校

　発生医学研究所

　教育学部

　薬学部

　工学部

　社会文化科学研究科

　自然科学研究科

　生命科学研究部

　法曹養成研究科

　イノベーション推進機構

　パルスパワー科学研究所

　ｅラーニング推進機構

　発生医学研究所

　沿岸域環境科学教育研究センター

　生命科学研究部

　法曹養成研究科

　先進マグネシウム国際研究センター

　生命資源研究・支援センター

　総合情報基盤センター

　国際化推進センター

　大学教育機能開発総合研究センター

　政策創造研究教育センター

　五高記念館

熊本大学教員組織

平 成 ２５　年 度平 成 ２４ 年 度

熊

　

本

　

大

　

学

　文学部

　教育学部 　附属幼稚園

　附属小学校

　法学部 　附属中学校

　附属特別支援学校

　薬学部

　工学部

熊

　

本

　

大

　

学

　文学部

　社会文化科学研究科

(平成25年４月設置）

　自然科学研究科

　イノベーション推進機構

　総合情報基盤センター

　国際化推進センター

　大学教育機能開発総合研究センター

　政策創造研究教育センター

　五高記念館

　ｅラーニング推進機構

　沿岸域環境科学教育研究センター

　衝撃・極限環境研究センター

　先進マグネシウム国際研究センター

　生命資源研究・支援センター
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　保健センター

　環境安全センター

　埋蔵文化財調査センター

　エイズ学研究センター

　環境安全センター

　保健センター

　バイオエレクトリクス研究センター

　附属病院

　附属病院

　エイズ学研究センター

　埋蔵文化財調査センター
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　薬学部

　附属創薬研究センター

　附属育薬フロンティアセンター

　附属減災型社会システム実践研究教育

センター

　附属総合科学技術共同教育センター

　生命科学研究部

　附属エコチル調査南九州・沖縄ユニットセンター

大

　

学

　

院

　自然科学研究科(博)

　附属総合科学技術共同教育センター

　薬学部

熊

　

本

　

大

　

学
学

　

　

　

部

　工学部

　理学部

　医学部

　附属病院

　附属薬用資源エコフロンティアセンター

　工学部

　文学部

　附属永青文庫研究センター

　教育学部

　附属教育実践総合センター

学

　

　

　

部

　附属幼稚園

　附属小学校

　附属中学校

　附属特別支援学校

　法学部

　理学部

　医学部

　附属病院

　附属工学研究機器センター

熊本大学教育研究組織

平 成 ２４ 年 度 平 成 ２５ 年 度

　附属創薬研究センター

　附属育薬フロンティアセンター

　附属薬用資源エコフロンティアセンター

　附属工学研究機器センター

　附属革新ものづくり教育センター

　法学部

　文学部

　附属永青文庫研究センター

　教育学部

　附属教育実践総合センター

　附属幼稚園

　附属小学校

　附属中学校

　附属特別支援学校

熊

　

本

　

大

　

学

　附属革新ものづくり教育センター

　教育学研究科(修)

　社会文化科学研究科(博)

大

　

学

　

院

　自然科学研究科(博)

　教育学研究科(修)

　社会文化科学研究科(博)

　附属臨床医学教育研究センター

　法曹養成研究科

　附属臨床法学教育研究センター

　附属減災型社会システム実践研究教育

センター

　生命科学研究部

　附属エコチル調査南九州・沖縄ユニットセンター

　附属臨床医学教育研究センター

　医学教育部(修)

　医学教育部(博)

　保健学教育部(博)

　薬学教育部(博)

　法曹養成研究科

　附属臨床法学教育研究センター

　附属臨床研究支援センター

(平成25年７月設置）

　医学教育部(修)

　医学教育部(博)

　保健学教育部(博)

　薬学教育部(博)
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　環境安全センター

　附属図書館

　保健センター

　医学系分館

　薬学部分館

　生命資源研究・支援センター

　衝撃・極限環境研究センター

　エイズ学研究センター

　大学院先導機構

　政策創造研究教育センター

　五高記念館

　ｅラーニング推進機構

　国際化推進機構

　総合情報基盤センター

　国際化推進センター

　大学教育機能開発総合研究センター

学

内

共

同

教

育

研

究

施

設

研

究

所

　大学教育機能開発総合研究センター

　政策創造研究教育センター

　五高記念館

　ｅラーニング推進機構

　沿岸域環境科学教育研究センター

　先進マグネシウム国際研究センター

　パルスパワー科学研究所

　沿岸域環境科学教育研究センター

　先進マグネシウム国際研究センター

合津マリンステーション

　国際化推進機構

　総合情報基盤センター

　国際化推進センター

学

内

共

同

教

育

研

究

施

設

　附属臓器再建研究センター

　保健センター

　イノベーション推進機構

　教養教育機構

　埋蔵文化財調査センター

　附属図書館 　医学系分館

　薬学部分館

合津マリンステーション

　生命資源研究・支援センター

　埋蔵文化財調査センター

専

攻

科

別

科

研

究

所

　特別支援教育特別専攻科

　発生医学研究所

　バイオエレクトリクス研究センター

　環境安全センター

専

攻

科

別

科
　養護教諭特別別科

　特別支援教育特別専攻科

(平成25年４月設置）

　大学院先導機構

　イノベーション推進機構

　教養教育機構

　養護教諭特別別科

　発生医学研究所 　附属臓器再建研究センター

　エイズ学研究センター
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熊本大学は、第２期中期目標期間の基本的な目標として、「人の命、人と自然、人
と社会」に関する活発な研究活動を推進し、その成果を基盤として教育・研究の国
際性を高め、大学院教育においては、先導的研究者及び高度専門職業人を養成し、
学部教育においては、高度な課題解決能力を有する人材を育成すること、また、教
育・研究活動の成果を活用して、広く地域及び国際社会に貢献することを掲げてい
る。 
この目標を今後の活動を通じて実現するため、平成22年度に「熊本大学アクショ

ンプラン 2010」を策定し、その中に、学長の４つの約束として「①学生が「知力」
を獲得できる教育の強化」、「②世界の先端的研究を推進し、特色ある基礎的研究を
強化」、「③地域と連携した様々な取組の推進」、「④大学の国際化に向けた国際交
流の強化」を掲げ、学長のリーダーシップの下、実現に向けて精力的に取り組んで
いる。 
平成25年度における主な取組は次のとおりである。 
 
１． 教育研究等の質の向上の状況 

（１）教育 
１）学士課程教育プログラムの検証 
平成 24 年度に調査した学位プログラム毎のカリキュラムマップ票を基に、各部

局において自己点検評価を行い、学位授与方針に沿った人材育成に適した各学位プ
ログラムのカリキュラム編成になっていることを確認した。これを踏まえて、学修
の段階や履修の順序を整理する科目ナンバリングの導入に着手した。 

 
２）TOEIC-IPテストの全学実施 
学生の英語運用能力の強化を図ること、及び新たな英語教育を検討するための基

礎資料とすることを目的として、入学当初及び２年次末に実施する「TOEIC-IPテス
ト」を導入した。平成 25 年度は学部入学生 1,799 名のうち 1,772 名が受験し、受
験率は 98.5％であった。さらに、平成 26 年度末に第２回目の「TOEIC-IP テスト」
を実施し、結果を基に英語能力の向上について検証予定である。 
 

３）秋季編入学導入への取り組み 
平成26年度工学部の秋季編入学の本格的実施に向け、平成24年度試行的に受け

入れた中国・山東大学からの留学生２名に対して単位認定を実施した。また、平成
25年度秋季編入学試験については、WEBを用いた入試を実施し、10月に１名の学生
を受け入れた。さらに、本学教員を山東大学に派遣し、本学への秋季編入学につい
て広報活動を行うとともに、秋季編入学を希望する学生を対象に日本語の短期プロ
グラム（日本語による集中講義）を実施した。これにより工学部の秋季編入学の準
備が整った。 
 

４）全学的な授業参観の実施 
新たなFDの取組みとして、平成25年度後学期から全学的に授業参観を導入した。 

参観者及び公開者による意見交換が行われ、双方にとって授業改善に役立て、部局
としての授業の質の向上につながるよう、報告書として取りまとめ、部局の教員に

報告書を公開する等FD活動のさらなる展開を図った。 
 
５）シラバスの高度化 
平成24年度にFD委員会において全学的にシラバスを抽出してチェックを行い、 

さらに、平成 25 年度は各部局毎にシラバスチェックを実施した。その結果は平成 26
年度シラバス入力に反映させ、シラバス内容の改善に寄与した。 
さらに、教育会議に設置した「シラバスの高度化検討WG」において、学生の主体的 

な学びを確立し、質を伴った学修時間の実質的な増加・確保の一助となるよう新シラ
バスの構想を取りまとめ、平成 26 年度から、新シラバスシステムの開発に着手する
ことを決定した。 
 
６）入試改革 
 入試改革講演会の開催及び訪問調査の検証結果、さらには現在の入試制度の在り方、 
国際性を指向する学生の獲得及びアドミッションポリシーに合致する人材を獲得で 
きているかの観点等を踏まえ、入試制度検討会議（副学部長）において、各学部へ情 
報提供と検討を行い、学長へ学部毎の「状況報告書」を提出した。 
 
７）高大連携の取組 
①「熊大ワクワク連続講義」の拡大実施 
 熊本大学会場での夏季プログラム（８月６日～９日）、秋季プログラム（10月５日） 
に加えて、サテライトプログラム（八代：11月９日、玉名：11月16日）を高等学校 
からの要望に基づき実施した結果、夏季プログラムで1,454名、秋季プログラムで147 
名、サテライトプログラムで506名の高校生が受講した。 
 
②高大接続シンポジウムの継続実施 
 「高校生と大学生の、ぶっちゃけトーク！その学部・学科選び、どうなんだろう？」 
を開催、第１部で高校生と大学生のワークショップに50名、第２部でパネルディス 
カッションに153名が参加し、高校生と大学生が本音をぶつけ合い、解決の糸口を探 
った。参加者アンケート（回収率75％）で、高い理解度（86％）が得られた。 
 

８）大学院教育プログラムの充実 
①大学院課程における「人材育成像並びに学位授与方針」の策定 
平成24年度に策定した全学的に統一した大学院課程における「人材育成像及び学 

位授与方針」の骨子に基づき、各研究科等において「人材育成像並びに学位授与方針」
を策定した。 

 
②大学院教養教育プログラムの導入 
多元的な価値への理解力、柔軟な思考力及び鳥瞰的に事物を把捉する力を有し、 

高度な知的基盤領域において新機軸を切り拓く力を備えた人材を育成するために、 
大学院課程の共通科目及び他研究科に開放する横断的科目のプログラムとして「大 
学院教養教育プログラム」を平成26年４月から導入することを決定した。 
同プログラムの試行として集中講義及びノーベル化学賞受賞者であるヨハン・ダイゼ
ンホーファー教授による講演を大学院特別講義として開講した。 



熊本大学 

9 
 

９）博士課程教育リーディングプログラムの実施 
①海外インターンシップ等の実施 
文部科学省の「博士課程教育リーディングプログラム」による「グローカルな健

康生命科学パイオニア養成プログラムHIGO」（平成24～30年度）において、地域、
アジア、世界で活躍するリーダーの育成を目指し、アジア諸国の研究機関、大学の
海外オフィス、熊本県や熊本市などの地方行政機関及び民間企業と密接に連携した
大学院教育を実施し、行政インターンシップ（天草）、海外インターンシシップ（上
海、ワシントンDC）、企業インターンシップ（化血研、新日本科学）を実施し、行
政、企業等と密接に連携した大学院教育の充実を図った。 
 
②博士課程教育リーディングプログラムフォーラム2013における受賞 

大阪で平成 26 年１月に開催された「博士課程教育リーディングプログラムフォ
ーラム2013」において、HIGOプログラムコース生が「iHALAL: Towards Globalizing 
Japan from Kumamoto」と題して、外国人観光客や留学生、特にイスラム教徒の方々
が日本に滞在する際に、食生活や宗教上の縛りで日本での生活に不自由しないため
のプラットフォームの提供について提案を行い、優秀賞を受賞した。 

 
10）柴三郎プログラムの実施 
文部科学省の平成 24 年度「基礎・臨床を両輪とした医学教育改革によるグロー

バルな医師養成」事業の「(A)医学・医療の高度化の基盤を担う基礎研究医の養成」
による「柴三郎プログラム：熊本発基礎研究医養成」において、卒後臨床研修１年
目から博士課程に入学が可能な同プログラムに平成25年度に学生２名が入学した。 
また、医学部医学科学生が博士課程の授業を履修できる科目等履修生制度として

「プレ柴三郎プログラム」を実施し、平成25年４月に10名が入学した。 
 

11) 大学院における学外との連携の推進 
①「大学院における学外との連携による教育の推進方針」の策定 
学外との連携による教育に関する全学的な推進方針として、「グローバル人材育

成に向けた国際連携」、「地域社会の中核となる高等教育の推進」、「独創的で優 
秀な研究者及び高度専門職業人の養成に向けた産学連携」等を盛り込み、「大学院
における学外との連携による教育の推進方針」を定めた。 

 
②連携講座に関する協定締結及び連携講座の設置 
・悪性腫瘍に対する治療方法の開発並びに診断方法開発のためのトランスレーシ
ョナルリサーチを推進する先端的な大学院教育と研究を効率良く実現するために、
国立がん研究センターとの連携・協力に関する協定を締結し、大学院医学教育部
博士課程医学専攻、大学院薬学教育部博士前期課程創薬・生命薬科学専攻及び博
士後期課程に「腫瘍治療・トランスレーショナルリサーチ学」の連携講座を平成25
年４月に設置した。 
・熊本発の新しい医薬品や医療機器を開発するための人材育成を目指して、独立
行政法人 医薬品医療機器総合機構（PMDA）と連携・協力に関する協定を締結し、
大学院医学教育部博士課程医学専攻及び大学院薬学教育部博士課程医療薬学専攻、
博士後期課程創薬・生命薬科学専攻に「レギュラトリーサイエンス学」を大学院連
携講座として平成26年４月に設置することを決定した。 

 
 

12）附属図書館にラーニングコモンズを整備 
附属図書館の改修工事が平成 25 年７月に完了し、学生の自主的な学習環境整備

のため、グループ学習スペース（ラーニングコモンズ）を確保した。さらに、大学
教育機能開発総合研究センターのライティング指導室と連携し「アカデミック・ラ
イティング入門」、「論文作成講座」等を開講しラーニングコモンズの効果的運用
を開始した。 

 
13）学生支援の充実 
学生の多様な相談への対応を図るため、キャンパスソーシャルワーカー（CSW）を

２名に増員した。アウトリーチ支援の一つとして、相談者のアパート訪問を実施し
たほか、問題を抱えた学生が相談室に来るきっかけとなるように「学生相談室だよ
り」を該当学生の自宅へ送付した。また、学生の交流の場を提供するために、「DVD
鑑賞会」を実施した結果、学生相談室への相談件数が、平成23年度は273件、平成
24年度は775件であったものが、平成25年度は1,512件に増加した。 

 
（２）研究 
１）研究大学強化促進事業の採択による先進的な研究力の強化・推進への取り組み 

文部科学省の「研究大学強化促進事業」の支援対象機関として、本学が採択さ
れた。 
・これにより、「大学院先導機構」の先導的研究人材育成部門に「テニュアトラ
ック推進室」を設け、テニュアトラックの拡大推進を行った。 

・国際共同研究推進を図るため「大学院先導機構」の拠点形成研究部門に「生命
科学国際共同研究拠点」、「自然科学国際共同研究拠点」及び「人文社会科学
国際共同研究拠点」を組織化した。 

・生命科学国際共同研究拠点では、ジョイントラボなど国際共同研究を実施する
ため、平成26年３月に「国際先端医学研究拠点」施設を竣工した。 

・各拠点の研究活動等を支援するため、「大学院先導機構」の研究戦略・研究推
進部門に「研究サポート推進室」を設置するとともに、URAを増員し（２名から
７名）研究支援を拡充した。 

 
２）先導的研究の推進 
①新たな熊本大学拠点形成研究制度の開始 
グローバルCOE終了後も国際的かつ最先端の研究拠点として継続して支援するた 
めに、研究推進会議において「国立大学法人熊本大学国際先端研究拠点に関する
要項」を定め、審査を行い、熊本大学国際先端研究拠点として、「パルスパワー
科学の深化と応用」、「幹細胞を用いた臓器再建と次世代医療・創薬を目指す研
究教育拠点」及び「エイズ制圧を目指した治療予防開発国際研究教育拠点」の３
拠点を認定した。 
また、新たに平成26年度の本学拠点形成研究Ａ(本学を代表する研究拠点)・拠

点形成研究Ｂ(本学の次代を担う研究拠点群)を公募し、拠点形成研究Ａ13件、拠
点形成研究Ｂ７件(合計20件)を採択した。 
 

②エイズ学研究センターにおける先導的研究の展開 
グローバルCOEプログラムの活用により設置したOLL（海外リエゾンラボ）や、海

外の研究機関と継続して国際共同研究を精力的に実施し、現在も30を超える国際共
同研究が進行している。その中でエイズ免疫分野において世界的レベルで細胞傷害
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性Ｔ細胞からの逃避変異ウイルスの蓄積と免疫に適合するようにHIVが進化するこ
とを明らかにし、また免疫学的な逃避変異ウイルス選択の機序を分子レベルで解明
（Immunity 2013）する成果をあげ、国際的に高い評価を受けた。 
また、エイズ学研究センターが中心となって実施している「エイズ制圧を目指し

た国際教育研究拠点」は文部科学省の平成25年度『卓越した大学院拠点形成支援補
助金』において「我が国の学術研究を格段に発展させる研究者を一定以上擁し優れ
た研究基盤を有する博士課程の専攻等」としての選定を受けており、国内において
も高い評価を獲得した。 
 
③パルスパワー科学研究所における先導的研究の展開 

平成25年４月にパルスパワー科学研究所を設置し、パルスパワーを生物に印加
して、バイオ作用の解明と各種応用を目指したバイオエレクトリクスという新し
い学問分野を創設し、さらに世界初超臨界流体プラズマリアクター、世界初バー
スト高電界によるがん治療、世界最高超重力場による同位体濃縮等、世界に誇れ
る画期的な課題にも挑戦している。また、世界トップレベルのオールドドミニオ
ン大学（米国）を含む15機関が参加し、バイオエレクトリクス国際コンソーシア
ムを形成し、本学がその中心を担い、各種企画・運営を行った。 
 
④先進マグネシウム国際研究センターにおける先導的研究の展開 
本センターは、文科省・科学研究費補助金・新学術領域研究（研究領域提案型）

「シンクロ型LPSO構造の材料科学 -次世代軽量構造材料への革新的展開-」（平成
23〜平成27年）の中心的な役割を担うとともに、経済産業省委託「次世代構造部材
創製・加工技術開発(次世代複合材及び軽金属構造部材創製・加工技術開発)」の中
の「軽金属構造・マグネシウム合金の開発と航空機への適用研究」（平成25〜平成
27年度）に参画して研究開発を行うなど、大型プロジェクトにおける研究開発拠点
としての役割を果たしている。 
KUMADAI耐熱マグネシウム合金とKUMADAI不燃マグネシウム合金は、米連邦航空局

（FAA）の最新の燃焼試験法において、世界で初めて不燃性が確認された。軽量化
が求められる航空機用の構造部材として期待されているマグネシウム合金は発火し
やすいという理由で民間航空機への使用が禁止されていたが、2014年末には航空機
へのマグネシウムの使用が解禁される予定である。今後KUMADAIマグネシウム合金
の航空機への応用が世界規模で大きく進展するものと期待される。 
 

⑤文学部附属永青文庫研究センターにおける成果 
 本センターにおいて、60,000点に及ぶ「永青文庫細川家資料」の全体構成を明ら
かにした。さらに、平成25年６月に、「永青文庫細川家資料」のうち、中世文書等
266通が国の重要文化財に指定された。 
中世文書群、藩政史料群、書籍群の特質と史料的価値を詳細にわたって追究した

『細川家の歴史資料と書籍』を刊行し、「永青文庫細川家資料」研究の到達点を学
界に提示した。「永青文庫細川家資料」については、平成25年度内に全資料のデー
タ集積をほぼ完了できるところまで作業を進展させた。「阿蘇家文書」について
は、初の熊大・阿蘇神社双方所蔵分の約20,000点の総合目録が完成した。 
 また、本センター主催で「シンポジウム 日本近世の領国地域社会 ―熊本藩政
改革を焦点に―」を開催し（11月30日及び12月１日）、県外からも多くの参加があ
り、２日間で130名の来場者があった。 
 

⑥国立大学協会大学改革シンポジウムを開催 
本学において、アジア・アフリカの多くの学生が「地下水環境リーダー育成プロ

グラム（Gelk）」を学んでいることと、2013年の国連“生命の水(Water for 
Life)”最優秀賞（水管理部門）“を熊本市が受賞したことを踏まえて、平成25年
11月21日に「熊本地域・熊本大学における地域連携に基づく地下水リーダー育成の
在り方」と題して国立大学協会大学改革シンポジウムを開催した。地元自治体、地
域産業界をリードする財界及び国連機構や国内他大学の研究者を交えて、地下水の
継続的利用やその有効活用の観点から、講演及びパネル討議を実施した。 
ユネスコ研究部長から、本学の地下水環境リーダー育成の取組は世界的に類例を

見ないものとして評価を受けた。 
 
３）基盤的研究推進に向けた取組 
①科学研究費助成事業等申請・採択増への取組 
科学研究費補助金において、平成25年度は、基盤研究、若手研究等635件が採択

され（前年度621件）、採択率は55.1％（前年57.31％）と若干減少したが、40歳
未満の若手研究者の申請件数は175件（前年156件）、同じく採択率は、27.6％
（前年25.1％）となり、若手研究者への支援策の成果が表れた。 
さらに、申請・採択の増を図るため、若手研究者に対するインセンティブを見

直し、採択年度に限り１人あたりの配分額の増加を図るとともに、本学が主催す
る外部資金獲得セミナーへの積極的な参加を呼びかけ、URAを活用して若手研究者
に対する個別面談を実施し、不採択理由や応募分野の採択状況、科研費関連情報
の収集及び提供、調書作成支援を行った。 

 
②優れた若手研究者表彰制度の制定 
優れた研究成果をあげ、将来が期待される若手研究者を顕彰し、更なる研究意

欲の向上を図ることを目的として、論文等の研究活動に基づいた成果を表彰の対
象として、新たに「熊本大学研究業績表彰要項」を制定し、３名を表彰した。 

 
４）テニュアトラック制度の推進 
大学院先導機構運営委員会において、第２期特任助教のテニュア付与に係る審

査を実施し、平成26年度採用のテニュア付与者５名を決定した。 
さらに、「平成25年度熊本大学テニュアトラックシンポジウム〜医療薬学系に

おけるテニュアトラック制の課題とその解決〜」を開催（平成26年２月19日）し
た。シンポジウムでは、本学の制度の紹介後、他大学（宮崎大学、Duk-NUS 
Graduate Medical School（シンガポール））のテニュアトラック制度の紹介が行
われ、後半は、本学生命系の各部局長らによるパネルディスカッションにおい
て、医療薬学系におけるテニュアトラック制の拡充に向けて、テニュアトラック
の運用方針、導入課題について意見交換を行った。 
 
５）国内外の研究機関とのネットワーク形成の推進 

 ①日立造船株式会社との共同研究契約の締結 
日立造船株式会社と共同研究契約を締結し（研究期間平成25年９月２日～平成

26年３月31日）、中国四川大学に設置されている本学との共同研究ラボにおい
て、pm2.5などによる大気汚染の環境改善についての研究など、国際的な環境関連
の研究活動を行った。 

 



熊本大学 

11 
 

 ②韓国技術ベンチャー財団等との契約の締結 
平成25年７月３日付けで韓国技術ベンチャー財団との間で「生体イメージング

に最適化された新規高度免疫不全マウス」に関するエイジェント契約を締結する
と共に、９月12日韓国ソウル市で開催された「2013日本優秀技術導入説明会」で
新規高度免疫不全マウスに関するPRを行った。その結果、ソウル大学と研究推進
等のための共同研究契約、リファレンスバイオラボとMTA契約を締結した。 

 
６）共同利用・共同研究拠点における取組 

発生医学研究所において、以下の取り組みを行った。 
① 拠点としての取組や成果 

○共同利用･共同研究の公募•推進 
発生医学分野の共同利用・共同研究拠点事業として、発生制御、幹細胞、器

官構築、臓器再建等の共同研究を実施した。平成25年度は前年度に引き続き、 
「研究費・旅費支援」及び「旅費支援」の２タイプに分けて共同研究を全国公
募した。第１期公募で「研究費・旅費支援」に９課題、「旅費支援」に14課題を
採択し、第２期公募では「旅費支援」に12課題を採択した。これによって合計
35グループ延べ81人の研究者が来所し、活発な共同研究が行われた。さらに共
同研究者による来所セミナーが８回開催され、若手研究者の教育、先端的な
技術者の養成等の波及効果を及ぼした。 
 
○共同利用・共同研究拠点の支援体制の強化 

平成24年度に本研究所内に設置した「リエゾンラボ研究推進施設」におい
て、新たに質量分析器を購入し、24年度に購入した質量分析器、高速シークエ
ンサー等と合わせて整備を行った。また所内予算によって技術支援員１名を新
たに雇用して、計４名による機器の操作・利用の支援体制を構築した。既存の
WEBによる機器予約システムもさらに改良を行った。 
 

○拠点としての成果 
平成25年度に文部科学省が実施した共同利用・共同研究拠点の中間評価にお

いて、「優れた研究成果を上げるとともに、研究設備の拡充や技術職員・支援
者の雇用等の面において、大学からの支援が十分に得られている点が評価でき
る」としてA評価を受けた。 

 
②研究所独自の取組や成果 
○附属臓器再建研究センターの整備 

「臓器再建研究センター」において、センターの基盤になる厚生労働省「iPS
細胞等の臨床研究安全基盤整備支援事業」及び「iPS細胞を利用した創薬研究支
援事業」の採択を受け、iPS細胞を利用した組織の構築や病変の解析を進め、社
会や医療への貢献を目指している。また本学生命科学研究部の教員を客員教授
として配置し、連携を強化した。特に新たに導入した質量分析器に関しては、
薬学部との共同運用を実現した。 
 

  ○研究所としての成果 
多くの研究成果が一流の国際誌に発表され、全国のメディアでも報道され

た。主な成果は以下のとおり。 
・マウスES細胞及びヒトiPS細胞から３次元腎臓組織の試験管内作成に成功 

・ヒトiPS細胞に必須なアミノ酸の発見による未分化細胞除去技術の開発 
・モノアミン輸送体の制御によるインスリン分泌能をもった膵臓細胞の誘導 
・性差を司る新たな分子機構を解明 
・細胞の位置が体と胎盤を作り分ける仕組みを解明 

 
７）教育関係共同利用拠点における取組 

沿岸域環境科学教育研究センターの「合津マリンステーション」において、以下
の取組を行った。 

 ①拠点としての取組や成果 
公開臨海実習では、主として甲殻類の行動に関する実習を行っており、動物行動

学を臨海実習のテーマとしているのは全国で本施設だけである。 
○大学公開実習等の受入れ 
・大学公開実習を８月と９月の２回実施し、７大学（北海道大学等）から合計９
名（７日間、延べ63名）の学生を受け入れた。 

・臨海実習として、九州大学、福岡大学と福岡教育大学から合計67名（15日間、
延べ297名）の学生を受け入れた。 

 
○共同利用施設としての機能・組織の体系化 
教育関係共同利用拠点の実施に関する重要事項を審議するため、沿岸域環境科

学教育研究センター内に臨海実験施設共同利用委員会を設置した。 
 

②研究所等独自の取組や成果 
○研究宿泊棟の改修 
本施設の共同利用施設としての機能をさらに拡充するため、施設整備事業によ

り研究宿泊棟（３階建785㎡、宿泊室８室定員45名）を改修した。 
○実習研究船の新造 

学長裁量経費による実習研究船(10 トン)の新造を決定した。本船は、平成 26
年９月に配備され，実習・調査に活用される予定である。 
○他大学等の教育機関、研究機関に原索動物の生体標本提供 

本施設では“生きた化石”ともよばれる原索動物ナメクジウオの継代飼育を行 
っているが、平成 25 年度は広島大学等複数の大学を含めた教育機関、研究機関
に生体標本の提供を行った。 
○合津マリンステーションの広報 
・公開実習などの共同利用については、生物系・地球科学系の学部・学科を有す
る大学・高等専門学校及び短期大学へ周知を図った。 
・毎年発行される沿岸域環境科学教育研究センター年報（前年度の業績・活動報
告書）により、当該年度の共同利用状況を記載及び報告を行った。  
・沿岸域環境科学教育研究センター広報誌「むつごろう通信」やホームページ上
にも情報を公開して、広く周知した。 

 
（３）地域連携・社会貢献 
１）地域社会と大学の連携による地域課題解決の取り組み 
熊本市、天草市、芦北町の政策創造研究教育センターサテライトラボを活用し、 

地域社会と大学の連携による地域課題解決の取り組みを通じて、学生、地域人材 
の育成に取り組んだ。地域マネジメント技術は、研究成果として出版したテキス 
トを公務員政策形成研修で用い、体系的継続的に政策人材を育成するシステムが 
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官学共同で構築された。 
 
２）一般社団法人「大学コンソーシアム熊本」の取組 
若者の活気あふれる「“学都”熊本」の実現に向け、自治体との連携強化、産学

官連携による地域貢献事業の強化等を図り、「高等教育コンソーシアム熊本」の組
織体制を強化するため、平成25年４月に熊本県及び熊本市を正会員とした一般社
団法人化を行い、組織名を「大学コンソーシアム熊本」と改称した。 
今年度は留学生交流等拠点設置事業に取り組み、留学生支援のためのワンスト

ップ窓口の設置、Facebook等の利用、留学生向け日本語講座の開設により留学生
ネットワークの形成を図った。 

 
３）「くまもと都市戦略会議」の取組 
熊本県、熊本市、熊本大学及び熊本の経済界のトップが集う「くまもと都市戦

略会議」が平成26年２月３日に開催された。会議では、首都圏を中心に県外の学
生獲得に繋げるため、キャッチコピー「学モン都市クマモト」を掲げ、広報展開
することが決定された。 
 
４）附属図書館貴重資料の展示等 
第29回熊本大学附属図書館貴重資料展「永青文庫資料にたどる物語史と絵」

（平成25年11月２日～４日）及び公開講演会・第８回永青文庫セミナー「物語史
と絵」（11月２日）を開催し、資料展に224名の来場と講演会に78名の参加があっ
た。 
また、平成25年４月１日の学位規則改正に伴い、博士論文の原則電子公表（リ

ポジトリ登録・公表）が決定した。これに伴いリポジトリシステムを平成25年９
月に改修を行い、学内紀要や発表資料を中心に登録を進め、12,042件が登録され
た(平成24年度 11,074件)。また、ダウンロード件数も519,628件となり、平成24
年度の445,614件から大幅に増加した。 

 
５）「旧第五高等学校化学実験場」が「化学遺産」に認定 

  本学が保有する旧第五高等学校化学実験場が、一般社団法人日本化学会「化学 
遺産委員会」より、化学遺産として認定された。化学遺産は、日本化学会「化学 
遺産委員会」が化学と科学技術に関する歴史資料の中から、特に貴重なものを化 
学遺産として認定しているものである。 

  化学実験場階段教室を会場に、平成24年度に引き続き、学長自らが新一年生 
1,820名を対象として、本学の歴史や伝統、現状や目指すところ、取り組んでいる 
人材育成等を伝える学長特別講義を実施した。 

 
（４）国際化 
１）国立六大学国際連携機構における交流促進 
・本学、千葉大学、新潟大学、金沢大学、岡山大学及び長崎大学の国立六大学が各大学の自主自
立を尊重しつつ連携して国際的活動の具体的な連携・協力を推進するため、平成25年４月1日に
国立六大学国際連携機構を設置した。 
・機構が行う海外の有力大学連合との連携の初の枠組みとして、４月22日にバンコク・マヒドン
大学において、ASEAN大学連合（AUN・27大学）との間でパートナーシップ協定を締結した。 
・AUNに加盟する東南アジアの大学からの留学生受入れを促進するために、機構及びAUNの共催に
より、マヒドン大学においてサマーセミナー（８月28日）を開催した。また、ライフサイエンス

分野におけるパートナーシップ協定の一環として、AUNが実施したマヒドン大学でのヘルスプロ
モーションワークショップ（平成26年３月27日～28日）に参加した。 
・工学系分野においては、機構を中心にミャンマー国の人材育成を支援するため、10月4日、ヤ
ンゴン工科大学で国際協力機構（JICA）工学系高等教育人材育成プロジェクトの実施に係る協定
を締結した。また、ライフサイエンス分野においては、国立六大学医学部長、病院長会議を中心
にJICAミャンマー医療支援プロジェクトを推進することで合意した。 

 
２）大学間交流の促進 
・交流協定校は、大学間交流協定校71機関、部局間交流協定校87機関の合計158機
関となり（平成26年３月末現在）、平成24年度同時期の147機関より大幅に増加
し、新たな交流締結による本学の国際的なネットワークの強化を行った。 
・交流協定校からの外国人留学生の受入については、学部レベルでの交換留学生数
が平成24年度110名から157名へと１年間で1.4倍に増加した。 
・交流協定校等への日本人学生の海外派遣については、海外語学セミナー及び協定
校でのサマープログラム参加者数が平成24年度78名から100名へと１年間で1.3倍に
増加した。 
・日本学生支援機構（JASSO）海外留学支援制度（短期派遣）については、交流協
定校の増加に伴い、日本人学生の派遣者数を拡大して申請を行った。その結果、
12件の申請（平成24年度７件）に対して、10件182名（平成24年度７件83名）の採
択があった。 
 
３）国際的な人材育成のための取組 
・国際的な若手研究者の人材育成のため、「熊本大学国際共同研究スタートアップ 
制度」の対象年齢を42歳から45歳以下に引き上げるとともに、短期派遣（１か月未 
満）と長期派遣（１か月以上）の区分を新たに設けた。その結果、申請者数は平成
24年度11名から24名に増加し、12名（短期８名、長期４名）(平成24年度11名) の
優秀な研究者を海外に派遣した。 
・国際的な研究者の人材交流を促進するため、日本学術振興会（JSPS）国際交流
事業の採択増に向けたセミナーを２回開催するなど申請者への支援を行った。そ
の結果、「二国間交流事業」に27件申請（平成24年度９件）し、10件の採択（平
成24年度１件）があった。また、「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派
遣プログラム」については、平成24年度に引き続き１件の採択があった。 
 
４）国際協力事業への参画 
JICA国際協力事業について、JICAスラバヤプロジェクト（平成24年１月～平成26 

年12月）及びアフガニスタンPEACEプロジェクト（平成24年10月～平成26年９月）
を実施し、後者においては平成25年10月から３名の研修生を受け入れた。 
 
５）国際的な教育研究環境の整備 
・国際共同研究を推進するために、文部科学省の研究大学強化促進事業経費によ
り、自然科学系、生命科学系、人文社会科学系の３つの国際共同研究拠点に１名
ずつバイリンガル職員を配置し、留学生や外国人研究者への研究支援体制の機能
強化を図った。 
・大学構内の案内板や標識等の英語併記化並びに五高記念館内のサインの多言語
化（日英併記）を推進し、グローバル環境の整備を行った。 
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・本学の海外協定校であるカナダ・アルバータ大学から講師２名を３日間招へい
し、学内において「平成25年度教育の国際化推進のためのFD研修」を実施し、25
名の教員が受講した。これにより、英語による授業実施へのモチベーションを向
上させるとともに、日本人学生や英語を母国語としない学生への効果的な教授法
や英語のスキルが向上した。 
・事務系職員を対象とした「国際業務スキル向上研修」を業務密着型の実践的カ
リキュラムに改め、10名が受講した。日常の業務で発生する留学生、外国人研究
者とのコミュニケーションに必要不可欠なリスニング、スピーキング能力や、外
国の機関等との電子メールを中心とした文書でのコミュニケーション能力が研修
を通じて養成された。 

 
６）海外同窓生のネットワーク化、組織化の推進 

  平成25年11月25、26日にインドネシア・スラバヤにおいて開催した「第10回熊
本大学フォーラム」において、在インドネシアの本学卒業生・修了生20名が集ま
り意見交換等を行って、現地同窓会が発足した。  

発足に当たり、インドネシア政府通信情報技術省資源計画部長である本学 OB を
会長役として、年に１回程度の定期的な会合を開催することを決定した。 

 
（５）附属病院 
１）教育・研究面 
①初期臨床研修プログラムの充実 

平成26年度からの初期臨床研修プログラムについて、充足率の高いプログラム
の間口を広げ、選択が容易になるように統合・簡明化を行い、９プログラムから
５プログラムへ集約するとともに、充足率の高いプログラムの定員を変更するな
ど改善を図った。 

 
②拠点病院としての人材育成への取組 
がん診療連携拠点病院、肝疾患診療連携拠点病院、基幹型認知症疾患医療セン

ター等の拠点病院としての活動及び糖尿病スタッフ養成事業、摂食・嚥下リハビ
リテーション等人材養成事業等の地域医療再生計画における活動については、地
域医療人向けの教育研修を継続的に実施した。特に肝炎専門医療従事者研修につ
いては、多数の参加が見込まれる熊本市において研修回数を増やし、県内10会場
で実施するなど、会場、実施回数の充実に取り組んだ結果、参加者は昨年度と比
較し、59名増加した。 
地域医療の中核病院として、熊本県及び関連病院と連携し、本院で臓器提供を

希望する脳死患者が発生した場合のシミュレーションを２月に行い、熊本県内の
医療関係者が参集して臓器提供における手順の確認とその周知を行った。 

 
③臨床研究プロジェクトの推進 

臨床研究を推進するため、平成24年度制度化された「臨床研究プロジェクト支 
援経費」について、２件のプロジェクトを採択し、研究支援経費を配分した。 
また、次年度の採択課題については、継続分は今年度の実績を踏まえつつ、従

来の書類審査に加えてプレゼンを実施する等の改善を図り、２件のプロジェクト
を採択し、支援を決定した。 

   
 

２）診療面 
①高度先進医療の推進 

高度先進医療を推進するため、内視鏡下手術用ロボット「ダヴィンチ」の運用
体制を構築し、平成25年６月から稼働を開始した。また、ハイブリッド手術室
（手術室と血管Ｘ線撮影装置を組み合わせた治療室）を整備し、平成26年１月か
ら稼働を開始し、ハイブリッド手術室でしか実施できない「TAVR」(経カテーテル
大動脈弁置換術)の学会への申請・承認手続きを行った。 

 
②周産期医療の充実 
総合周産期母子医療センターの機能強化を図るため、平成24年度導入した新生児 

用救急自動車による搬送を開始するとともに（搬送実績のうち４割程度が熊本市
外であり県内を広くカバーしている）、地域周産期中核病院等機能強化事業によ
り、平成24年度に引き続き産科用医療機器(新生児生体情報モニタリングシステム
等)を整備した。 
 
③診療機能の充実に向けた取組 

診療機能の充実を図るため、平成24年度に本院独自の病院特任教員制度を整備
し、平成25年度に特任助教23名を雇用した。 

 
④地域の医療機関との連携 
「脳卒中・急性冠医療連携寄附講座」では、阿蘇地域の医療機関との連携体

制を強化し、阿蘇地域における急性期脳梗塞患者に対するt-PA治療（血栓融解
療法）の実現のため、遠隔画像診断システムを整備した。 
 
⑤先進医療の獲得への取組 

先進医療につながるプロジェクトに対して先端医療支援経費を措置するととも
に、先進医療の獲得を増やす方策として、先進医療に承認された医療技術に対す
る先端医療支援経費（報奨金）の増額について平成26年度実施を決定した。 
 
３）運営面 
①安定的な病院運営のための取組 

経営改善の柱として実施している DPC（診断群分類別包括制度）Ⅲ期以降の退院
患者の縮減に関して、講習会、講演会の実施（計６回）、ポケットマニュアル作成に
加え、12月から２月にかけて、適切なDPCコーディング体制の実現のため、全診療
科ラウンドを実施するなど、医師・看護師等へのDPC制度の意識付けを行った。 
Ⅲ期及びⅢ期を超える退院患者の割合が平成24年度48.6％から平成25年度43.0％
へ減少し、平均在院日数も平成24年度17.7日から平成25年度16.7日に短縮でき
た。 
また、より効果的かつ効率的な病床運用を図るため、各診療科に対する配分病床

の見直し回数を年１回から年２回に変更すると共に、空床利用ルール（要項）の策
定やフローチャートの見直しを行い、併せて空床管理システムを導入した。 
 

②病院長サポート体制の強化等（P25【４】） 
病院長のサポート体制の強化を図るため、平成 25 年４月から副病院長を４名か

ら６名体制(再開発担当の副病院長、患者サービス、病院環境改善及び男女共同参画
担当の副病院長を追加)とするとともに、病院の機能強化に係る重要事項の方向性
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等を検討するため、副病院長を座長とする複数の WG やプロジェクトチームを設置
し、病院長のトップダウンによる判断を側面からサポートした。 
 

③職員の診療業務環境改善（P25【４】） 
 職員の勤務環境を改善するため、次のことを行った。 
・院内保育所を開所した。（平成25年５月） 
・医師・看護師の負担軽減、医療安全強化のため、薬剤師の全病棟配置に向けて
増員を決定し、平成26年４月に薬剤師16名を採用した。 

・看護師不足、育児休業の増加に対応するため、育児休業代替事前確保枠を拡大  
（27名→60名）し、増員することを決定した。（平成25年10月） 
・看護師業務の負担軽減及び専門性の高い看護師業務へのシフトを図るため、病棟
から検査室等への患者搬送業務に特化した部門「患者移送支援室」を設置するため
の準備・調整を行った。（平成26年４月稼働開始） 

  
４）その他 
①熊本県地域医療再生計画に基づく医療連携 

熊本県の地域医療再生計画関連事業を中心に、地域医療機関への診療支援を行
っており、その中でも地域専門医療推進学寄附講座では、18の診療科から18名の
医師を地域へ派遣した。 
 

②「熊本大学医学部附属病院連携病院長懇談会」の設置 
地域医療の充実と医療機関との連携を図るため、本院と熊本県内の病院長を主

な会員とする「熊本大学医学部附属病院連携病院長懇談会」を設置し、11月23日
に第１回総会を開催するとともに事務部門の部会を設置し、平成26年２月20日
に開催した。 

 
（６）附属学校 
１）教育課題について 
①附属幼稚園 

平成25年度の研究テーマを「感じる考える伝え合う子ども」～思考力・表現力
の芽生えを培う～として、「幼稚園教育要領」における豊かな人間性や社会性の
向上に取り組んだ。 
また、公開保育研究会を開催（平成26年３月１日）し、県内外から16名の幼児

教育関係者の参加を得て研究成果の啓発に取り組んだ。 
 

②附属小学校 
平成21年度から23年度まで文部科学省指定の「論理科」で目指してきた論理的

思考力の育成をもとに、各教科等で「根拠－理由づけ－主張」という３点セット
を生かした言語活動によって、「豊かな『対話』で広がる創造的な学び」がどの
ように実現するか、授業実践を通しての取り組みを行っている。平成26年２月に
全国から約980名の参加者を集めて行った研究発表会では、課題の解決に向けた取
り組みを報告し、その成果をとりまとめた紀要・学習指導案を提供した。 

 
③附属中学校 

平成24、25年度国立教育政策研究所の研究指定を受け、『「未来を拓く思考
力・判断力・表現力」の育成～「論理的思考モデル」を用いた言語活動の指導と

評価～』を研究主題として、平成26年２月に研究発表会を行った。①論理的な思
考力・判断力・表現力、②多面的・総合的な思考力・判断力・表現力、③批判的
な思考力・判断力・表現力の３つの力を効果的・効率的に育成するための取り組
みを行っている。県内外から集まった約500名の参加者に対し、日頃の授業実践・
研究への寄与を目的に取り組みを報告し、その成果をとりまとめた研究紀要を提
供した。 

 
④附属特別支援学校 
平成25年度の研究テーマ「コミュニケーション能力を育むための実践研究」に

おいて熊大式授業づくりシステムを基にした新しい指導形態「コミュニケーショ
ンの学習」を教育課程に明確に位置づけ、平成24年度から実践研究を積み重ねて
いる。また、平成26年２月に「コミュニケーションの学習」の指導形態の意義と
成果等を発表する公開研究発表会を開催し、約270名の参加者から「わかりやすか
った」「自分の所属する学校でも活用してみたい」「参考になった」などの評価
を得た。 
 
２）大学・学部等との連携について 
➀学部との連携 
「学部・附属学校連絡協議会」（年２回開催）及び「学部・附属学校運営委員

会」（毎月開催）において、本学・教育学部と附属学校園の規則及び諸課題につ
いての協議の場を設け、附属学校園の施設整備等の改善を図った。また、附属学
校園における安全管理の強化・整備や４附属学校園における研究テーマの統一と
一貫教育に向けた研究の連携、連絡入学の推進等を行った。 
 
➁熊本県・熊本市との連携 

熊本県教育委員会との教育連絡協議会や熊本市教育委員会との連携協力会議、
熊本県・市教育委員会との諮問会議（平成26年度設置予定）設置準備委員会等を
開催して、意見交換や情報交換を行い、教育諸課題の解決・改善に向けた、組織
的な連携強化を図った。 

 
２．業務運営・財務内容等の状況 
（１）業務運営の改善及び効率化 
１）教育研究組織等の見直し（P24【１】） 
「大学改革実行プラン」を踏まえ、学長のリーダーシップの下、本学の改革方

針を検討するために総合企画会議の下に設置した「大学改革実行プラン推進プロ
ジェクト委員会」及び「同委員会プロジェクト推進チーム会議」において、新学
部の設置構想、教員組織と教育プログラムの分離等の新たな教育研究組織体制に
ついて検討を行った。 
 
その他、以下の見直しを行った。 

①パルスパワー科学研究所の設置 
 極限環境を用いた物質科学研究とバイオエレクトリクス研究を有機的かつ発展
的に融合し、パルスパワー科学に関する先導的研究拠点としての役割を担うパル
スパワー科学研究所を設置した。(平成25年４月) 
②大学院生命科学研究部附属臨床研究支援センターの設置 

臨床研究を迅速に実施できるシステム構築と臨床研究に携わる人材を育成する 
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ことを目的として、大学院生命科学研究部附属臨床研究支援センターを設置し 
た。(平成25年７月) 
③大学院生命科学研究部「画像動態応用医学共同研究講座」を設置した。（平成
25年４月） 
④医学部附属病院「脳血管障害先端医療寄附講座」の設置の決定（平成26年４
月） 
⑤医学教育部及び薬学教育部における「レギュラトリーサイエンス学」連携講座
の設置の決定（平成26年４月） 

 
２）大学情報の収集・分析・活用等（P24【２】） 
「大学改革実行プランプロジェクト推進チーム」において、平成24年度に引き

続き、関係部署と連携しながら「ミッションの再定義」に必要な情報の収集を行
った。 
また、本学の改革に向けて各種大学情報を収集・分析し、新たな教育研究組織

体制に係る施策等の立案支援を行っている。 
さらに、事務職員の大学情報の収集・分析・活用等に関する能力向上のため、

「IRスキル向上研修」を実施し、25名が受講した。 
 
３）学長裁量資源の充実 

 ①新たな教員人事制度の実施（P24【３】、P25【５】） 
平成24年度に策定した年俸制による卓越教授、シニア教授及びシニア准教授の

新たな教員人事制度の運用を開始し、シニア教授１名・シニア准教授３名を採用
した。さらに、特定の専門分野に関し、特別の資格、知識及び経験等を持って当
該分野の教育・研究等に従事する「特命教員」制度の運用を平成26年４月に開始
する。 
 

②学長裁量経費等の充実（P24【３】） 
  平成26年度は「国立大学改革プラン」における改革加速期間に位置づけられる
ことから、学長の「ガバナンス機能の強化」を図るため、平成26年度学内予算配
分において6１2百万円（対前年度比101百万円増）の学長裁量経費を確保した。 
また、中期目標達成経費における事項の見直しを行うとともに、「平成26年度

における中期目標達成経費重点戦略方針」を作成し公募時に提示するとともに、
審査時の指針とした。 

 
４）男女共同参画の推進（P25【７】） 

 ①「男女共同参画推進基本計画アクションプログラム」に基づく取組 
「男女共同参画推進基本計画アクションプログラム」に基づいて、以下の取り

組みを行い、教職員の就労環境の改善を行った。 
 ・休日等における託児事業について、大学入試センター試験及び本学主催研究会

等に加えて、平成25年度はオープンキャンパス及び一部の大学院入試に拡大
し、教職員の利便性を高めた。 

・病児保育事業において、本学負担の利用回数を１人２回までから３回までに引
き上げ、支援内容を手厚くした。 

・育児中の研究者の研究活動が中断しないよう支援するため、研究補助者を雇用
し、女性研究者11名へ支援した。支援を受けた女性研究者のうち９名が科学研
究費補助金または他の外部資金を獲得した。 

②男女共同参画フォーラム等の開催 
男女共同参画への認識を深めるため、本学主催の男女共同参画推進フォーラ

ム・シンポジウムを３回、共催のフォーラム等を本学で４回開催し、合計で約720
名が参加した（平成18年度以来、年間の開催回数と参加者数は最高）。 
主な取組みは、次のとおり 

・男女共同参画推進フォーラムと熊大ビジネス講座が連携した「ワークライフバラ
ンスと多様な働き方を推進する企業の取り組み～「テレワーク」の可能性と企業
の選び方」（熊本市の共催）には160名の学生、教職員、一般市民が参加した。
アンケートでは、「とても有意義」「有意義」合わせて93.2％の評価を得た。 

・男女共同参画推進フォーラム「男女共同参画社会と大学」並びに学長を囲む女
性研究者等意見交換会には約70名の院生・教職員が参加した。 

 
③政策方針決定過程による女性割合の向上等 
平成25年４月１日付で女性副学長が就任した。 

  また、昨年度に引き続き女性登用に関する部局長への依頼、公募書類に男女共
同参画を配慮している旨を記載するなどに取り組み、女性教員の割合が16.1％
（平成24年度15.6％）（平成25年５月１日現在）に増加した。 

 
④女性研究者研究活動支援取組の県内各機関への普及 
文部科学省「平成25年度科学技術人材育成費補助事業女性研究者研究活動支援

事業（拠点型）」に採択され、これにより、大学コンソーシアム熊本と連携して
県内各機関へ女性研究者研究活動支援の取り組みの普及を行った。 

 ・大学コンソーシアム熊本の地域連携部会の下に、女性研究者研究活動支援事業
（拠点型）ワーキンググループを設置し、取組の普及のための体制を作った。 

 ・本事業のキックオフシンポジウムを開催し、全国の大学での女性研究者支援の
意義や現状、好事例の普及を行った。県内外８大学や事業所から、４名の学長
の他、理事、部局長、事務局長等の幹部職員をはじめ、幅広い教職員、約60名
が参加した。アンケートでは、全員が「とても有意義」または「有意義」と回
答し、高い評価を得た。 

 ・女性研究者の研究力向上のために、本学と県内研究機関両方に女性研究者を含
むグループ間での新規の共同研究へ研究費の支援事業を開始し、４グループに
支援した。 

・女子大学生・院生・若手女性研究者のキャリア意識の形成を促進するために、
大学コンソーシアム熊本の協力を得て、県内12大学で活躍している女性教員44
名を掲載した熊本県女性研究者ロールモデル誌を制作し、県内の大学をはじ
め、各事業所に広く配布した。 

・熊本県内全大学の女性研究者が介護支援及び病児保育事業を平成26年度から利
用できるように体制整備した。 
 

（２）財務内容の改善 
１）外部資金獲得に向けた取組（P30【10】） 

外部資金（科学研究費補助金、共同研究、受託研究、寄附金、厚生労働省科学研
究費補助金等を含む）の獲得額は6,583,754千円となった。(前年度比１％増) 

 
 主な取り組みは以下のとおり 
①科学研究費補助金において、平成25年度は、基盤研究、若手研究等635件が採択さ 

http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
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れ（前年度621件）、着実に基盤的研究が推進された。採択率は55.1％（前年57.3％） 
と若干減少したが、40歳未満の若手研究者の件数は175件（前年156件）、同じく採 
択率は、27.6％（前年25.1％）となり、若手研究者への支援策の成果が現れた。 
また、厚生労働省科学研究費補助金の獲得額は、923,073千円（前年度比７％増）、 

NEDO：45,916千円（同比７%増）、受託研究：1,199,215千円（同比２%増）、共同研 
究：383,877千円（同比６%増）、寄附金：1,849,497千円（同比１%増）であった。 
 
②熊本大学基金について、五高記念館周辺環境事業や医学教育部「柴三郎プログ 
ラム」等具体的な事業をPRしたことによって、寄附額が増加した。 (前年度比
53％増)  

 
２）経費抑制への取組（P31【13】） 
経費抑制への取組として、以下の主な取り組みを行った。 

①平成25年９月の教育研究評議会等（他２会議）において、タブレットPCを導入
し、10月以降同会議ではペーパーレス化を実現した。さらに、12月から総合企画
会議等において、経費削減効果と業務の効率化等を勘案しながら、ペーパーレス
化を進めた。 
②九州地区国立大学において共同調達（トイレットペーパー）し、経費の削減を
図った。前年度比6.3％（31万円）減 
③コスト意識改革のための省エネ啓発の取り組みとして、熊本大学エコ・エネ研
究会の講演会を10回実施した。 
④黒髪南・北地区のキャンパス・デマンド状況を研究会HPに掲載するとともに、
デマンド警報システムを稼働させて周知し、デマンドの抑制を図った。 
⑤省エネルギー活動標語の募集・表彰（７月）、省エネルギー講習会の実施（６
月）、省エネルギー推進行動目標ポスターの学内配布及び省エネニュース（メー
ル形式）を全学配信するなど省エネ啓発活動を実施した。 
⑥省エネルギー推進員により夏季省エネパトロールを実施し、結果報告を行っ 
た。 
上記③～⑥の結果、黒髪北地区の契約電力を改定し、基本料金が減額となり、経
費を削減した。前年度比4.8％（139万円）減 

 
これらの取り組みにより、一般管理費率2.9％以下の経費削減目標に対し、前年

度同様2.7％に抑制できた（本比率は同規模大学を下回るものである）。 
 
３）資金運用（P32【14】） 
平成24年度に引き続き、年度当初に資金管理方針及び資金繰計画を策定し、効

率的、効果的な資金運用を実施した。 
余裕金の運用に当たっては、資金管理方針に自己資本比率及び格付け評価の要

件を明記し、安全性を担保するとともに、支払予定等を勘案し、短期的かつ見積
競争による最高利率となるよう運用した。これにより、運用額は昨年度比3.8％
増、運用益は昨年度比11.7％増となった。 
なお、緊急に資金繰りを必要とするような事態に対応するための「セーフティ

ネット」として、平成26年度から短期借入金にかかる「融資当座貸越」契約を地
元銀行と締結（平成26年４月）することが決定した。 

 
 

４）土地建物の有効活用（P32【15】） 
全学教育棟北側テニスコートを大学全体の将来計画に資する利用予定地として

確保し、当面は駐車場とすることとした。なお、他団地に所在する附属幼稚園の
改修工事に伴い、テニスコートに隣接するくすの木会館を仮移転先とし、同テニ
スコートを遊技場として９月から３月にかけて利用した。その後、テニスコート
は駐車場としての整備が完了し、平成26年４月から利用を開始することとした。 
また、宿泊施設として稼働率が低かった知命堂を学生支援施設（文化系サーク

ル棟）として使用できるように改修し、文化系サークル棟として10月から使用を
開始した。 
 

（３）自己点検・評価及び情報の提供 
１）自己点検・評価の着実な実施（P35【16】） 
①教員の個人活動評価について、特に低い評価を受けた教員及び未実施者に対す
る指導等の徹底のため、活動改善計画書等を提出させるなどの措置を決定した。
さらに、未実施者については、未実施者がいる部局等への経費の調整、会議での
部局ごとの未実施者数等の公表について「教員個人活動評価未実施者の取扱いに
ついて」を定め、平成26年度（平成25年度実績分）からの実施を決定した。 
 

②第２期の法人評価、及び平成27年度に受審予定の認証評価を見据えて平成26年
度に実施する全学の自己点検・評価である組織評価について、組織評価指針及び
実施要領等を策定し、学長から組織評価の実施について各部局等へ通知を行っ
た。なお、組織評価の実施に向けて、事務部門への説明会、教職員対象のを行っ
た。 
 
２）大学評価・IR担当職員の資質向上を目的としたセミナーの開催（P35【16】） 
大学評価会議組織評価WG主催、九州地区大学IR機構との共催で、大学評価・IR

担当職員の資質向上を目的としたセミナーを本学で開催し、九州大学大学評価情
報室副室長の関口正司教授を講師として、講演会及び研修を行った。 
講演会は、大学評価（法人評価、認証評価等）の仕組み、評価により受ける影

響、適正な自己評価を行うための準備等という内容で講演が行われ、九州地区の
他大学からの参加者３名を含む92名の参加があった。 
研修会は、大学評価会議組織評価WG委員及び評価・IRの業務に携わる教職員を

対象とし、ワークショップ形式で実践的な内容で行い、25名（教員14名、事務職
員11名）の参加があった。 
 

３）「部局運営上の諸課題等に係る学長ヒアリング」の実施（P35【16】） 
各部局の将来を見据えた積極的な取組を支援するため、第２期中期目標・中期計

画における課題並びに第３期中期目標・中期計画を見据えた部局の将来構想等につ
いて、各種データを基に学長と部局長の意見交換を行い、大学として取り組むべき
課題を明確にした。 

 
４）情報公開や情報発信の推進（P36【18】） 
①首都圏広報の充実 

  平成25年度から文部科学省記者クラブにおいて、記者会見を４回実施し、本学
の研究成果を全国にアピールするとともに、平成25年８月～11月の４ヶ月間にわ
たり、文部科学省情報ひろばにおいて薬学部の「創薬研究」を展示し、本学の研
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究力をアピールした（来場者数約6,000名）。 
 
②コミュニケーションワードを使った広報 
平成24年度に策定したコミュニケーションワード（CW）「創造する森 挑戦す

る炎」を本学ゆかりの井上雄彦氏に揮毫していただき、ロゴ化し、熊本駅、くま
もと空港等の広告媒体をCWを使ったイメージに変更するとともに、新たに東京駅
に同様のイメージ広告を掲出し、本学の伝統を踏まえつつ挑戦するイメージをア
ピールするなど、広く大学広報に活用する戦略的な取り組みを行った。 
 
③歌留多読み札による熊大の魅力発信への取組 
本学の魅力や誇れる資源を読み込んだ「熊大歌留多」の読み札を平成 24 年度に

31文字を選考し、平成25年度は残る13文字を募集したところ、学生や教職員、附
属小・中学校の児童・生徒などから2,700を超える応募があり、うち23点を表彰し
た。受賞作品はしおりやカレンダー等で活用し、本学が蓄積してきた魅力を学内外
の人々に積極的に発信した。 

 
④「熊本大学60年史」通史編・別編の刊行 

  平成24年度に刊行した部局史編に続き、最終刊にあたる「通史編」、「別編」
を刊行した。「通史編」は昭和24年の熊本大学発足から設立60周年を迎えた平成
21年度までの本学の歩みを叙述したもので、「別編」は、本学出身の教職員の
方々に熊本大学での学生時代がどのようなものであったか、座談形式で語ってい
ただいたものをまとめたもので、これらは本学関係者を始め本学と交流のある諸
機関や県内の公共図書館及び高等学校等に配付した。 

 
⑤「熊本大学九州連合同窓会」の設立 
新たな同窓会組織として、九州、沖縄及び山口地区に、各学部等同窓会の垣根

を越えた同窓生の横断的な交流、連携及び親睦を推進するとともに、熊本大学と
の連携及び協力を緊密にすることを目的とし、「熊本大学九州連合同窓会」を平
成26年４月に設立することが決定した。 

 
５）国際的な情報発信の推進（P36【19】） 
①「第10回熊本大学フォーラム（スラバヤ）」の開催 
本学の情報発信力及び国際競争力を一層向上させることを目的として、インド

ネシア・スラバヤにおいて平成25年11月25、26日に第10回熊本大学フォーラムを
開催した。本フォーラムでは、教育研究活動の成果発表や研究者・学生交流を通
じて国際的ネッワークの構築・強化等を促進するとともに、インドネシアに在住
する本学留学生OB・OGの交流会、本学への留学相談コーナー並びに熊本県・市、
大学コンソーシアム熊本及び「熊本大学博士課程教育リーディングプログラム
（HIGOプログラム）」を紹介するブースの出展、３大学の学部学科等を紹介する
パネル展示等を行い、積極的な情報発信を行った。２日間のフォーラムを通して
約1,000人の研究者、学生が参加した。 

 
②「熊大通信」特別号「LETTERS」の刊行 
本学の教育研究活動等に関する情報を社会に対して積極的に公表する広報誌

「熊大通信」の特別号として、留学生の活気に満ちた本学での学生生活をコラム
と写真で紹介する「LETTERS（英語版）」を刊行し、本学サマープログラムの募集

対象である海外の交流協定校の他、海外オフィス（上海、大連及びインドネシア
ITS)に配付するとともに、第10回熊本大学フォーラム（スラバヤ）において開催
した留学説明会での説明資料として活用した。 
 
③イスラム教徒の留学生及び外国人研究者への情報提供 
本学では、留学生及び外国人研究者並びにその家族が日本・熊本という異文化

社会に適合し、安心して勉学や研究に従事できるよう、ウェブサイトや留学説明
会等を通じて、学内外での生活適応上の助言を行っている。特に、近年受入が増
加しているイスラム教徒の留学生等に対しては、宗教上の制限により熊本での生
活に不自由することのないよう、黒髪キャンパス近くの礼拝施設「熊本イスラミ
ックセンター（ムスク）」に関する情報提供を積極的に行った。 

 
（４）その他業務運営 
１）法令遵守（P42【27】） 
①研究活動上の「不正防止マニュアル」等を活用し、科学研究費助成事業の執行
等に関する説明会（学内２地区で実施、研究者105名、事務職員97名参加）及び平
成26年度の科学研究費助成事業の公募要領説明会（研究者142名、事務職員31名）
において、研究者に対する法令遵守の啓発・徹底を行った。 
 
②研究者倫理のための取り組みとして、研究担当理事が各部局等の教授会に出向
き、「研究活動の不正行為へのガイドライン」、研究者としての基本的な姿勢と
不正防止の取り組み、過去の不正行為の事例等を説明し、啓発を図った。  

 
③研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」の改
正に伴い、「国立大学法人熊本大学における競争的資金等の管理等に関する規
則」を一部改正した(平成26年４月１日施行)。これにより、競争的資金等を適正
に運営及び管理するために、最高管理責任者、統括管理責任者、各部局等にコン
プライアンス推進責任者及びコンプライアンス副責任者を置くこととし、ガイド
ラインに沿った本学における研究費の不正防止に関する責任体制を構築した。 

 
２）災害、事件・事故等の危機管理に関する体制等の整備（P41【26】） 
熊本市の一時避難場所等に指定されている黒髪団地北、本荘南、大江、京町の

４地区に、災害時の避難者（地域住民）や本学の帰宅困難者（児童生徒・学生・
教職員）に提供する物資等を備蓄する倉庫を設置した。なお、提供する食料・飲
料水等の最低限必要な資機材として、アルファ米を3,550食分、500mlの保存水を
3,432本、発電機を18台、災害用トイレを65セット、その他ブランケットや防水シ
ートなどを備蓄した。 

 
３）防災・減災への取組（P41【26】） 
①地域と連携した防災・減災への取組 
自然科学研究科に附置した「減災型社会システム実践研究教育センター」が中

心となり、熊本県と共同研究「大規模広域災害に備えた防災体制の充実・強化の
ための調査・研究」を締結した（平成25年４月１日）。また、減災型地域防災の
研究を実施するため、共同研究講座「熊本県社会技術実装講座」を設置した。 
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②防災・減災に係る人材育成への取組 
平成24年度に採択された「減災型地域社会のリーダー養成プログラム」によ

り、平成25年度は、県内４大学共同で、「減災型地域社会づくりⅠ」（76名受
講）、「プロジェクトマネジメント」（22名受講）、「減災型地域社会づくり
Ⅱ」（20名受講）を開講し、人材育成を行った。 
本プログラムは、九州で広域的かつ甚大な災害が発生した場合、熊本県が拠点

となって被災県を支援する体制を整備する「九州を支える広域防災拠点構想」に
おいて、人的資源の供給能力を有する事項として位置づけられた。 

 
③国立大学協会防災・減災に関するシンポジウムの開催 
平成25年11月８日に、国立大学協会防災・日本再生シンポジウム「熊本発 地

域減災力啓発シンポジウム」を開催し、産業界関係者、自治体関係者、高校・大学
関係者(学生を除く)、学生、一般参加者合わせて 301 名の参加があった。本シンポ
ジウムでは、南正昭 岩手大学教授による東日本大震災からの岩手県の復興の現状
と課題に関する講演や、熊本県、熊本市、熊本大学からの防災・減災の取り組みの
紹介を行い、組織と地域住民との連携を図った。 

 
４）東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組 
①宮城県災害復興事業に地形情報を無償提供 
自然科学研究科が有する世界最先端の性能を有する音響解析装置及びモニタリ

ングロボットで平成 25 年４月から 11 月までの期間４回にわたり海域の地形・底
質・瓦礫を調査し、収集した位置情報、画像及びサイドスキャンイメージに基づき
高精度３D 地形図と底質・流失物の分布図を作成した。宮城県から災害復興事業に
収集した地形情報の利用要請を受けて無償提供した。 

  
②人工漁礁による塩害地域の早期再生支援 
津波の被害を受けた宮城県4市町村沿岸部の塩害を受けた水田の上層部の土処分

が問題となっている。自然科学研究科では、この塩害土をセメントベースの薬品で
固化させ、人工ブロックを作成し、海藻や付着生物（水生動物）などの定着観察に
より有効利用を明らかにした。また、人工漁礁のベースとなるテストブロックを平
成 25 年９月に南三陸町の海に設置し、人工漁礁としての有効性実験を行った。今
後定期的な観察を行うと共に人工漁礁ブロック群の有効性を確認し、塩害土や残土
を用いた防波堤工事への活用について検討する。 

  
③放射性汚染コンクリートの除染及び減容効果実地検証 
深刻な問題となっている放射性汚染コンクリート等のがれき処理・処分問題につ

いて、自然科学研究科のパルスパワー技術を応用したコンクリートの素材別分離・
回収方法が極めて有望な問題解決策であることを独立行政法人日本原子力研究開
発機構に報告した。平成 25 年 11 月に福島市において、放射線量率 0.12 マイクロ
Sv/h の汚染された鉄筋コンクリート蓋より６個の試料（合計およそ 14kg）を切り
出し、水中コンクリート内パルスパワー放電法による破砕ならびに素材別回収実験
を行った。汚染されたコンクリートより回収された骨材は、放射能の濃度は1/10と
僅少で、使用した水にも放射性物質が溶出していないことが確認された。 
汚染コンクリートの廃棄には莫大な経費を必要とすることから、素材別に分別廃棄
することにより経費の削減に繋がることが確認された。 
 

④熊本在住の避難者（福島県）支援事業 
社会文化科学研究科の知見（紛争変容・平和構築学の知見）を活用した東日本大

震災再生支援事業として、原発災害の影響を大きく受けた福島県を中心とする東
北・北関東地域と、それらの地域から熊本に避難してきた熊本在住の避難者を主な
対象として、葛藤・対話アウェイ教育事業及び対話支援・対話リーダー育成事業を
展開した。 
・「対話や葛藤から持続可能性への扉を開く」公開ワークショップの開催（11月） 
・避難者や支援者が自由に語ることができるスペースづくり「熊カフェ」事業実施
（12月・１月） 
・福島各地の大学生から40代までの若手・中堅リーダー10名を平成25年12月１
日に熊本に招聘し、長崎、水俣のスタディーツアーとネットワーキングの実施及
び本学でシンポジウム「ふくしまの今×みなまた」を開催（40 名が参加）した。
また、平成26年３月23日福島県内各地（飯館村、南相馬等）の20代から40代
の若手・中堅リーダーを招聘し、小グループ（５グループ）に分かれ、福島のリ
ーダーと熊本からの参加者による交流・対話の会を実施し21名の参加があった。 

 
⑤「T型集落点検」手法を用いた東日本大震災による流失集落の調査 
文学部総合人間学科では、東日本大震災で 15 メートルを超える津波により集落

の中心部がほとんど流出した宮城県石巻市北上町相川地区自治会の要請を受け、
NHKとタイアップし平成25年７月にT型集落点検を実施し、地区の現状及び将来像
について検討した。平成25年７月の調査状況は、平成25 年８月25日 NHK におい
て、新しい東北を作るために学びあい、語りあうためのプロジェクト「復興サポー
ト」としてテレビ放映された。 

 
 
３．「今後の国立大学の機能強化に向けての考え方」を踏まえた取組状況 
１）「１．「ミッションの再定義」を通じて、各大学の有する強みや特色、社会的

役割を明らかにする。」 
 ・文部科学省の「研究大学強化促進事業」の採択を受け、世界最先端の国際研究

を推進するため、大学院先導機構を改組し、「先導的研究人材育成部門」に
「テニュアトラック推進室」を設けテニュアトラックの拡大推進を行うことと
した。さらに、国際共同研究推進を図るため、大学院先導機構の拠点形成研究
部門に「生命科学国際共同研究拠点」、「自然科学国際共同研究拠点」及び
「人文社会科学国際共同研究拠点」を組織化した。 

 
・地域における都市戦略を構想・実現するために、熊本県、熊本市、熊本大学及
び熊本の経済界のトップが集う「くまもと都市戦略会議」が熊本県、熊本市及
び本学連携により設置され、地域課題や将来ビジョンについて協議し、関係団
体との連携と機動的な取組を推進している。平成26年２月３日に会議が開催さ
れ、首都圏を中心に県外の学生獲得に繋げるため、キャッチコピー「学モン都
市クマモト」を掲げ、広報展開することが決定された。 

 
２）「２．大学のガバナンス改革、学長のリーダーシップの発揮を通じて、各大学

の有する強みや特色、社会的役割を踏まえた主体的な改革を促進する。」 
（「ミッションの再定義」等のプロセスで明らかにする各大学の有する強みや特色、社
会的役割を中心として、国立大学の機能の強化を図るため、各大学は、人材や施設
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スペースの再配分や教育研究組織の再編成、学内予算の戦略的・重点的配分等を通
じた学内資源配分の最適化に、学長のリーダーシップの下で主体的に取り組む。） 
 
・平成24年６月に示された「大学改革実行プラン」を踏まえ、学長のリーダーシ
ップの下、本学の改革方針を検討するために総合企画会議の下に設置した「大
学改革実行プラン推進プロジェクト委員会」及び「同委員会プロジェクト推進
チーム会議」において、新学部の設置構想、教員組織と教育プログラムの分離
等の新たな教育研究組織体制について検討を行った。さらに、第３期中期目
標・中期計画期間以降に向けた、本学の新たな将来像を策定するため、執行部
を中心に検討に着手した。 
 

・学長の「ガバナンス機能の強化」を図るため、平成26年度学内予算配分において
6１2百万円（対前年度比101百万円増）の学長裁量経費を確保した。 

 
・黒髪北地区「知命堂」を学長裁量経費にて、稼働率の低かった宿泊施設から要望
の強かった学生支援の共用スペースへ用途変更するため整備し、有効活用を図っ
た。また、全学施設の利用状況を把握するために、全室（4,809 室）の使用実態
調査（各諸室の使用者、用途、利用時間、利用計画など）を行い、さらに詳細な
状況を把握するため、現地調査（331 室）を行った。本調査は、施設の効率的な
運用を図ることを目的に、引き続き実施する。 
 

３） 人材・システムのグローバル化による世界トップレベルの拠点形成を進める。 
・本学において、産学連携、国際連携を推進し、各大学院における研究教育の活
性化及び変革発展を先導する役割を担っている大学院先導機構について、「先
導的研究人材育成部門」、「拠点形成研究部門」、「研究戦略・研究推進部
門」に加え新たに「リーディング大学院部門」を平成25年4月に設置し４部門と
した。 

・文部科学省の「研究大学強化促進事業」の採択を受け、「先導的研究人材育成
部門」に「テニュアトラック推進室」を設けた。 

・国際共同研究推進を図るため、拠点形成研究部門に「生命科学国際共同研究拠
点」、「自然科学国際共同研究拠点」及び「人文社会科学国際共同研究拠点」
を組織化した。 

・各拠点の研究活動等を支援するため、研究戦略・研究推進部門に「研究サポー
ト推進室」を設置するとともに、URAを増員し（平成24年度２名から平成25年度
７名）研究支援を拡充した。 

 
４） イノベーションを創出するための教育・研究環境整備を進め、理工系人材の育

成を強化する。 
イノベーション推進人材育成センター（HUREC）では、高度な専門性を持つ博士

人材に対して、グローバル競争の現状理解、企業の事業戦略・技術戦略・研究開
発戦略、研究開発とマーケティング、ロジカルシンキングの演習等を行い、起業
家マインドを養成し、異分野融合教育では課題に対する分野横断的な解決力を養
成している。また、より一層強力に活動を推進するために、イノベーション推進
人材育成支援コーディネータを配置し、HURECの活動を全学的に支援する体制を構
築している。さらに熊本県産業技術センター、熊本県工業連合会など他機関との
連携協定の締結によりHUREC活動の支援を受け、企業等とのインターンシップを通

じた育成により、平成25年度はインターンシップ修了者10名のうち５名を産業界
でグローバルに活躍できる人材として輩出した。 

 
５） 「５．人事・給与システムの改革を進め、優秀な若手研究者や外国人研究者の

活躍の場を拡大する。」 
・平成24年度に策定した年俸制による卓越教授、シニア教授及びシニア准教授の
新たな教員人事制度の運用を開始し、シニア教授１名・シニア准教授３名を採
用した。さらに、特定の専門分野に関し、特別の資格、知識及び経験等を持っ
て当該分野の教育・研究等に従事する「特命教員」の制度の運用を平成26年４
月に開始する。 

・優秀な若手研究者や外国人研究者の常勤職への登用を進めるため、総合企画会議
の下に設置している「人事制度改革検討WG」において、年俸制・混合給与の早期
導入に向け、平成25年12月から検討を開始した。 

 
６）「６．国立大学として担うべき社会的な役割等を踏まえつつ、各専門分野の振
興を図る。」 

① 教員養成分野 
公表したミッションを踏まえ、次のとおり組織の見直しを進めている。 
・改組検討委員会において、教員養成に係る地域のニーズを踏まえ、教員養成課程
の学生定員増及び入試における地域枠の創設など学部改組について検討してい
る。 

・文部科学省の公表資料を踏まえ、改組検討委員会において、本学が目指す教職大
学院について検討している。 

・教職大学院設置を含めた教育・研究の在り方等について審議するため、学外有識
者を含めた諮問会議の設置に向け、平成 25 年 11 月 29 日に熊本県教育委員会及
び熊本市教育委員会と諮問会議準備会議を開催した。 

・教育学部附属教育実践総合センターの機能強化について改組検討委員会で検討し、
平成25年12月11日の教授会において平成26年４月からの同センター組織の機
能強化策が承認された。 

・実践型カリキュラム検討 WG がとりまとめ、平成 26 年１月 22 日開催の教授会に
おいて承認した「実践型カリキュラム」の平成26年度の試行、平成27年度の導
入に向け、教務委員会、教育実習委員会、厚生・就職委員会及び附属教育実践総
合センターで改善策等について検討を開始した。 

 
改組計画及び改組予定年度 
・地域共生社会課程の平成28年度学生募集停止を検討している。 
・生涯スポーツ福祉課程は、第３期中期目標期間中に廃止する。 

   なお、その教育研究機能のあり方については、熊本大学改革及び鹿屋体育大学
との連携を踏まえつつ検討する。 

・教職大学院の平成29年度設置を目途に検討している。 
 
② 医学分野 
・地域と連携した大学院教育の実施 
文部科学省の「博士課程教育リーディングプログラム」による「グローカルな健

康生命科学パイオニア養成プログラムHIGO」（平成24～30年度）において、地域、
アジア、世界で活躍するリーダーの育成を目指し、アジア諸国の研究機関、大学の
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海外オフィス、熊本県や熊本市などの地方行政機関及び民間企業と密接に連携した
大学院教育を実施している。 

 
・研究医の育成 
文部科学省の平成 24 年度「基礎・臨床を両輪とした医学教育改革によるグロー

バルな医師養成」事業の「(A)医学・医療の高度化の基盤を担う基礎研究医の養成」
による「柴三郎プログラム：熊本発基礎研究医養成」の採択を受け、卒後臨床研修
１年目から博士課程入学が可能な同プログラムに平成 25 年度は学生２名が入学し
た。また、医学部医学科学生が博士課程の授業を履修できる科目等履修生制度とし
て「プレ柴三郎プログラム」を実施し、平成25年４月に10名が入学した 
 
・医学教育国際認証制度への対応 
医学科カリキュラム企画・評価委員会及び教育・教務委員会において、医学教

育の国際認証に対応できるカリキュラムの検討を行い、臨床実習を大幅に拡充し
た新カリキュラムを作成した。新カリキュラムについては平成26年４月入学者か
ら適用する。併せて、進級判定に共用試験を取り入れるなどの判定基準の厳格化 
を行うと共に関係規則の改正を行った。 
  

 ・国立がん研究センターおよび独立行政法人 医薬品医療機器総合機構（PMDA） 
  との大学院連携講座設置 
  大学院医学教育部博士課程医学専攻に「腫瘍治療・トランスレーショナルリサ 
ーチ学」を大学院連携講座として開設した。客員教授を迎え、がん、生活習慣病
や難治性疾患ほかの診療における創薬研究、臨床試験、新たな診断・治療法の開
発に関する大学院教育を推進している。 
また、熊本発の新しい医薬品や医療機器を開発するための人材育成を目指して、 

独立行政法人 医薬品医療機器総合機構（PMDA）と連携・協力に関する協定を締結 
し、大学院医学教育部博士課程医学専攻に「レギュラトリーサイエンス学」を大学 
院連携講座として平成26年４月に設置することを決定した。 

 
・先端的で特色ある研究の推進 

○重点的な研究として「iPS細胞を用いた免疫再生医療による悪性腫瘍に対する
新規治療法の開発」を推進し、iPS細胞由来のミエロイド細胞に細胞増殖因子
を導入することにより、増殖性ミエロイド細胞ライン(iPS-ML)を作成する方
法を開発した。iPS-MLを経由することにより、ヒトiPS細胞からがん治療に有
用な樹状細胞やマクロファージを作成する生産効率が飛躍的に改善した。 

 
○「HIV感染者の治療に伴う心血管疾患・がん発症のリスク指標マーカーの開発
及び治療法開発」について、臨床試験に向けた次の研究項目を検討開始し
た。 

     ・ HIV感染者における動脈硬化リスク指標マーカーの開発   
     ・ラテックスビーズ法による高感度自動化Angptl2濃度測定システムの開発 
 
  ○「がん制圧科学と代謝医学の融合型研究」について、平成26年３月に拠点メ

ンバーによる第１回打合せ会議を開催し、本研究目的として、①各臓器にお
ける癌の代謝制御機構の解明、②癌代謝を基盤とした予防・診断・治療法の
開発と臨床展開であり、社会・世界への情報発信、次世代国際共同拠点への

展開を目指すことを再確認するとともに、優れた若手研究者、複数診療科に
よる共同研究、挑戦的萌芽研究、国際共同研究への研究支援を実施すること
等を決定した。 

 
(附属病院関係) 
地方公共団体と連携し、キャリア形成支援等を通じた地域医療人材の養成・確
保、高度・先進医療や社会的要請の高い医療を推進 
・地域医療人の養成 
がん診療連携拠点病院、肝疾患診療連携拠点病院、基幹型認知症疾患医療セン 

ター等の拠点病院としての活動及び糖尿病スタッフ養成事業、摂食・嚥下リハビ
リテーション等人材養成事業等の地域医療再生計画における活動については、地
域医療人向けの教育研修を継続的に実施した。また、400症例近い肝移植実績をも
つ移植センターでは、臓器提供を希望する脳死患者が発生した場合のシミュレー
ションを実施（２月）し、地域医療人の養成に努めた。 
 
・地域医療機関との連携 
本院や基幹型臨床研修病院をはじめとする県内医療機関及び医師会などと連携 

して、医師が地域医療に従事しながら計画的にキャリアアップできる体制並びに
地域と熊本市内の医療機関を循環して勤務できるシステムを整備するため、県に
「熊本県地域医療支援機構」が平成25年12月設置され、県内における医師不足の
状況等の把握・分析、医師不足医療機関の支援、地域医療に従事する医師のキャ
リア形成支援等を図ることとされた。平成26年度からは、県の委託を受けて本院
内の「地域医療支援センター」にこの機能を取り込み、運営していくこととして
いる。併せて、地域医療の充実と医療機関との連携を図るため新たに11月に立ち
上げた「熊本大学医学部附属病院連携病院長懇談会」も活用しながら、県の医療
政策を支える活動を推進する予定である。 

 
・高度先進医療の推進 
内視鏡下手術用ロボット「ダヴィンチ」による「前立腺悪性腫瘍手術」を開始

するとともに、ハイブリッド手術室（手術室と血管Ｘ線撮影装置を組み合わせた
治療室）を設置し、「TAVR」(経カテーテル大動脈弁置換術)について、学会への
申請・承認手続きを行った。 
 

・総合周産期母子医療センターを中心とした高度・先進・特殊医療 
社会的要請の高い周産期分野においては、県内で２つの総合周産期母子医療セ

ンターのうち、本院は特に高度・先進・特殊医療を要する患者を受け入れてい
る。また、県内の地域周産期母子医療センターや地域周産期中核病院と連携し、
平成24年度末に納入した新生児用救急自動車を平成25年５月から搬送を開始し県
内のニーズに応えている（４割が県内の熊本市以外への移送）。併せて県からの
地域周産期中核病院等機能強化事業により産科用医療機器(新生児生体情報モニタ
リングシステム等)を整備した。 
 
各種拠点病院としての活動については、特に、がん診療連携拠点病院の地域連携

クリニカルパス「私のカルテ」の導入拡大を図り、平成24年度末1,366件から平成25
年度末2,007件へと増加した。 
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③ 工学分野 
・学部及び大学院の改組に向け、改組委員会を設置し、平成28年度の新学部・新大
学院発足に向けて検討中である。大学院においては、平成27年度に研究部及び教
育部に分離し、教員組織の明確化、教育プログラムのフレキシブル化を予定してい
る。 

・平成24年12月に自然科学研究科に附置した「附属減災型社会システム実践研究教
育センター」が中心となり、熊本県と共同研究「大規模広域災害に備えた防災体
制の充実・強化のための調査・研究」を締結した（平成25年４月１日）。また、
減災型地域防災の研究を実施するため、共同研究講座「熊本県社会技術実装講
座」を設置した。 

・工学部において、韓国釜山の東亜大学校との合同企画により、日韓の学生が混成
グループを組み、ものづくりに挑む、「日韓合同デザインキャンプ」を実施した。
平成25年度はこれまで両国から32名ずつの参加者を各36名に拡大して本学で開
催した。 

・週２回、放課後にNativeによる少人数クラスの時事英語を開講した（Evening 
English Class, EEC 単位なし、８人程度/１クラス、８クラス）。 

・地域の企業との連携を強化する為に若手による産学官若手研究交流会を開催し
た。 

・自然科学研究科附属総合科学技術共同教育センターにおいて、国内及び国際共同
教育を中心として、国際的に活躍できる人材育成のための取組を行っている。平
成25年度は国内企業、国内他大学院及び海外協定校と連携した講義を21科目実
施した（産学連携分野９科目、国内大学院連携分野４科目、国際共同教育部門と
して８科目（英語での講義）を実施）。また、理学・工学の枠に縛られない幅広い   
知識の習得、実社会で要求される学際的な応用力を涵養するため、平成24年度か
ら新たに大学院教養教育分野を設け、５分野14科目を実施した。 
・附属総合科学技術共同教育センター国際共同教育部門では、講義の提供のみなら
ず、学生を海外に派遣するプログラムとして、研究型海外インターンシップを実
施し、平成25年度は42名（修士28名、博士14名）の学生が履修した。 
・英語による研究発表や討論により学生の実践力及び英語運用能力を強化し、また
海外からの学生との交流により国際感覚の醸成に寄与するものとして、平成20年
より学生が企画・運営を行う国際会議（ICAST）を毎年度実施している。平成25
年度は116名の本学学生に加え、海外（中国、韓国、インドネシア）から約60名
の学生を迎え、本学において２日間の日程で、口頭発表117件、ポスター発表46
件が英語で行われた。 
・博士後期課程学生のキャリア支援のため、JSTプログラム「イノベーション創出
若手人材養成」において以下の活動を実施した。 
①くまもと研究交流サロン（５回）、②医工連携シンポジウム（１回）、 
③理系院生キャリアセミナー（２回）、④MOBIOカフェ熊大セミナー（１回） 
⑤明石高専講演会（１回）、⑥実践アントレプレナーシップ養成塾（２回）、 
⑦博士人材発表会（１回）⑧イノベーション推進人材育成シンポジウム(１回)                                                               

・ダブル・デイグリー制度についてはこれまで博士後期課程のみであったが、今年
度海外大学の要請もあり、博士前期課程にも導入を試み、１校（インドネシアのス
ラバヤ工科大学）と締結した。また博士後期課程については現在６校と締結してい
るが、２名（インドネシア）の新たな学生を受け入れた。 
・平成25年４月にパルスパワー科学研究所を設置し、パルスパワーを生物に印加
して、バイオ作用の解明と各種応用を目指したバイオエレクトリクスという新しい

学問分野を創設した。さらに世界初超臨界流体プラズマリアクター、世界初バース
ト高電界によるがん治療、世界最高超重力場による同位体濃縮等、世界に誇れる画
期的な課題にも取り組んでいる。 

・先進マグネシウム国際研究センターは、文科省・科学研究費補助金・新学術領域研
究（研究領域提案型）「シンクロ型 LPSO 構造の材料科学 -次世代軽量構造材料への
革新的展開-」（平成23〜平成27年）の中心的な役割を担うとともに、経済産業省委
託「次世代構造部材創製・加工技術開発(次世代複合材及び軽金属構造部材創製・加
工技術開発)」の中の「軽金属構造・マグネシウム合金の開発と航空機への適用研究」
（平成25〜平成27年度）に参画して研究開発を行うなど、大型プロジェクトにおけ
る研究開発拠点としての役割を果たしている。 
さらに、KUMADAI 耐熱マグネシウム合金と KUMADAI 不燃マグネシウム合金は、米連
邦航空局（FAA）の最新の燃焼試験法において、世界で初めて不燃性が確認され、今
後航空機への応用が世界規模で大きく進展するものと期待される。 
 
④理学分野 
・再定義された理学部及び工学部のミッションを遂行するため、自然科学研究科の
基礎と応用分野の分離構想について検討を開始した。 
・学びの質や学士の質を保証するため、卒業研究着手のための単位取得条件を見直
した。更に、卒業研究着手要件を３年から４年生への進級条件とし、平成26年度入
学生から適用することとした。 
・教員免許取得のための「教科に関する科目」をより専門性の高い２年次科目に変
更し、平成25年度より実施した。 
・理数系教員を希望する学生のため、県内高校と連携し教育インターンシップを継
続している。 
・企業と連携した実践的な専門教育のプログラムとして、２年次専門科目「理学概
論」を継続実施している。 
・理学全般を俯瞰できる教育プログラムの一層の強化を図るとともに、研究者養成
を目的とした英才教育プログラム制度（Junior Research Fellow）の学生（計４
名）のうち、１名が大学院に飛び入学、１名が海外留学から帰国、１名が留学中で
あり、成果が得られつつある。 
・高森町及び阿蘇市と連携し、小中高の勉強指導や理科実験を行い、教育支援を通
し地域活性化に貢献した。 
・SSHへの協力として、第二高校、熊本北高校、宮崎北高校合同で体験実習を実施し
た。 
・３件の理学系の教員を中心とした本学拠点形成研究B（「地域水環境機構に基づく
持続的水資源利用のフロンティア研究」「閉鎖性沿岸海域における環境と防災、豊か
な社会環境創生のための先端科学研究・教育の拠点形成」「極限環境下での凝縮系物
質の原子レベル構造・組織の精密測定とマクロな挙動」）の最終年度であり、継続し
て研究・大学院教育を行った。 
・新たに設けられた自然科学研究科長裁量経費により採択された研究拠点（「放射光
を利用した基礎科学の研究・教育拠点」「キラル分子科学」）を通し、理学系の教員
を中心として研究・大学院教育を行った。 
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⑤人文科学分野 
・文学部コミュニケーション情報学科の拡充 
文学部内に設置した将来構想委員会において、10年後の文学部の姿を見据えた学部

改革の１つとして、コミュニケーション情報学科の拡充について検討を行い、具体案
としてまとめたものを平成 26 年２月に開催された組織委員会に報告するとともに、
学生定員の増減についても検討を重ねているところである。また、文学部各学科にお
いても改革案を作成し、文学部全体の改革案を作成していく方向で検討を進めている。 

 
・文学部における「地域インターンシップ」や「海外フィールドスタディ」等の試行
等によるアクティブラーニングの充実による学生のコミュニケーション力、プレゼン
テーション力、企画立案能力及び課題解決能力等の向上 
８月に水俣地域を対象として、地域インターンシップの試行に係る研修を実施した。

また、10月に台湾で海外フィールドスタディ型授業の可能性を探るためのゼミ合宿を
行うとともに、11月にタイ及びラオスの大学を訪問し、日本語教育課程の海外実習が
可能かどうかの検討を行った。 
 
・教員組織と教育組織の分離 
文学部、大学院社会文化科学研究科、法学部及び法曹養成研究科の部局長・副部局

長を構成員とした「研究部・教育部への分離構想検討会」を開催し、教員組織と教育
組織の分離構想について協議を行った。 
 
・交渉紛争解決学研究の推進 
平成25年度は、熊本大学国際研究集会助成を受けて、国連大学と共催で『持続可能

な未来に向けた社会変革の対話技法』国際フォーラムを行ったほか、熊本大学学術出
版助成を受けてこれまでの成果をまとめた『現代社会と紛争解決学』(安川文朗・石原
明子編著、ナカニシヤ出版）を公刊した。また平成 26 年度から本学拠点形成研究 A
「紛争解決学・合意形成学の拠点形成」が採択され、大学として研究を重点強化する
ことを決定した。 
 
・生命科学との連携による先端倫理学 
本学拠点形成研究Ｂ「２１世紀将来世代学の構築」最終年度として、12 月７日−９

日にバイオエシックスとバイオコスモロジーのラウンド テーブルを主催した。これ
には哲学・倫理学、医学、生物学、政策学、法学の分野から10か国の研究者が参加し
た。 
 
・eラーニングで学ぶ教授システム学 
平成26年度からの文部科学省特別経費（プロジェクト分【新規事業】）「大学の特性

を生かした多様な学術研究機能の充実」に採択され、同時に、平成26年度からも本学
拠点形成研究A「教授システム学(Instructional Systems)の研究普及拠点の形成-学
び直しを支援する社会人教育専門家養成［短期プログラム］パッケージの開発と普及
-」に指定された。また、熊本大学学術出版助成を受けてこれまでの教育実践と研究の
成果をまとめた『ストーリー中心型カリキュラムの理論と実践―オンライン大 学院
の挑戦とその舞台裏』（根本淳子・鈴木克明編著、東信堂刊）を公表した。 
 
 
 

⑥保健系分野（薬学） 
・九州地区国立三大学薬学部の連携による九州薬科学研究教育連合の活発化 

九州地区国立三大学薬学部の連携による九州薬科学研究教育連合（平成 25 年度
まで、熊本大学薬学部が事務局を務めて来た）が主催した大学院生合宿研修により、
次世代の創薬研究を担うリーダーの育成のための教育が実施された。平成26、27年
度の合宿研修は熊本大学が世話人である。 
 
・薬学部附属３センターの統合による「医薬品創生研究・支援センター（仮称）」の
設置の検討 
薬学部附属３センターを統合し、「医薬品創生研究・支援センター」(仮称)を平成

28年４月に設置、並びに部門として創薬・分析支援部門、育薬・DDS支援部門、薬
用資源活用部門（薬用植物園を含む）を設置することを検討している。 

 
・創薬拠点の発展：難治性疾患、腎臓疾患、神経変性疾患などの新薬創製に向けた
研究 
本学拠点形成研究 A「構造主導型創薬を実践する研究拠点」及び拠点形成研究 B

「医工薬理連携による外部刺激に応答するナノ材料を起点とした多モードがん治
療研究拠点」が採択された。 

  「次世代創薬研究者養成塾」（平成25年に第１回〜３回を開催）を開催し、若手
研究者自らが学部の垣根を越えて異分野交流を進め、薬学部内はもちろん、他部局
でも高い評価を得てきた。本塾開催を含め、本拠点主催で海外からも含めてその分
野のトップ研究者やアクティブに活躍中の若手研究者のセミナーや講演会、創薬シ
ンポジウムを 42 件開催し、そこで若手研究者や大学院生が中心の質疑応答や研究
交流等を通して、人材育成を行った。 

  また、頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム「慢性炎症の発
症機能の分子メカニズムの解明と新たな創薬戦略の構築」が平成 25 年度に採択さ
れた。さらに、発生医学研究所との共同で、難病・がん等の疾患分野の医療の実用
化研究事業（再生医療関係研究分野）「外来因子フリー難病由来 iPS 細胞のライブ
ラリー構築とそれを使った疾患モデルと薬剤開発」（厚生労働省科学研究費補助金）
が平成25年度に採択された。 

 
・育薬拠点の新展開：患者を起点として臨床での問題点や疑問点を基礎研究にフィ
ードバックするリバーストランスレーショナルリサーチ（TR）に力点を置いたフ
ォワード・リバース循環型TRの展開 

  本学拠点形成研究A「トランスレーショナルサイクルを加速する循環型育薬リ 
サーチ拠点」が採択された。 

   基礎研究の成果を臨床に応用するトランスレーショナルリサーチ(TR)の次の展
開として、患者を起点として臨床での問題点や疑問点を基礎研究にフィードバック
し創薬や診断にアプローチするリバースTRが注目されている。 
本拠点では、薬学研究領域と熊本大学の特徴を最大限に活用し、健康長寿のための

育薬を目指した循環型TR拠点の実現を目指す。具体例として、発生医学研究所との
共同で、橋渡し研究加速ネットワークプログラム研究開発施設共用等促進費補助金
シーズB「ニーマンピック病C型の新規治療薬の開発」（文部科学省研究振興局ライ
フサイエンス課）を平成26年度から開始する。 
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・国立がん研究センターとの大学院連携講座設置 
国立がん研究センターから客員教授を迎え、「腫瘍治療・トランスレーショナルリ 

サーチ学分野」を大学院連携講座として平成 25 年４月に開設した。国内からの抗が
ん医薬の臨床試験を推進すべく活動を行っている。 
 
・医薬品医療機器総合機構（PMDA)との連携強化 
医薬品医療機器総合機構（PMDA）と連携・協力に関する協定を締結し、大学院薬学

教育部博士課程医療薬学専攻、博士後期課程創薬・生命薬科学専攻に「レギュラトリ
ーサイエンス学」を大学院連携講座として平成26年４月に設置することを決定した。 
さらに、平成26年３月27～30日に熊本で開催された日本薬学会第134年会において
特別シンポジウム「革新的医薬品の創出・実用化に向けて」及びPMDA個別相談ブース
の開設などを行った。 
 
⑦保健系分野（看護学・医療技術学） 
・看護実践能力強化のためのシミュレーション教育の充実に向けて、分野の改編を行 
い、新たに実践看護学分野を設定した。さらに、シミュレーションモデルを活用した
フィジカルアセスメントの演習に向けた実習室の整備を行った。 
 

・熊本県と共同で、看護教員養成講習会の企画・運営を行った。また、大学院教育に 
おいても熊本県内外からの看護教員を社会人学生として広く受け入れた。 
 

・熊本県地域医療再生計画基金を受け、各医療職の「感染管理の専門家」としての認 
定を受ける人たちの育成に携わった。 
 

・悪性腫瘍、血液疾患患者で適応障害（うつ病など）を有する患者を対象に、精神看 
護専門看護師を中心としたケアチームを構築し、うつ状態の改善、精神状態の悪化予 
防、QOLの向上を目指したケアと治療を提供した。また、ケア方法の一般化を目指 
して、ケアプロトコールの修正、開発を行い、適応障害の予防に取り組んだ。 
 
・国内外の産学共同研究で、脳内変性疾患（パーキンソン病など）の早期発見につな 
がるMRIによる新たな画像診断技術の開発に取り組んだ。 
 
・本学附属病院（神経内科及び精神神経科）との共同研究で、放射性薬剤によるアミ 
ロイド疾患の診断方法の開発、さらにアルツハイマー病の放射性診断薬の合成を行っ 
た。 
 
・本学附属病院及び海外の研究所と連携し、ポンペ病、ファブリー病、家族性アミロ 
イドーシスなど遺伝性疾患の診断に関する研究に取り組んだ。 
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○項目別の状況  

 
 
Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 
(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標 
①組織運営の改善に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
１）学長のリーダーシップの下、組織運営の効率化を推進するとともに、学内外の意見を活かして、創造的な施策を機動的に展開する。 
２）全学的に人材の多様性を高めて、教育研究等の活動を活発に行うために、人事・給与制度改革を継続するとともに、男女共同参画を推進する。 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【1】 
学長のリーダーシップの下、学術的及び社会的要請を踏まえ
大学の活性化に向けて教育研究組織の整備・見直しを行う。 
 
 

 
【1】 
教育研究の質の向上を図るため、ミッションの再定義を踏まえた全学的な教
育研究組織の整備･見直しを検討する。 
 
 

 
 
 Ⅲ 
 
 

 
  

 

 
【2】 
経営協議会等の外部有識者の意見の活用及び大学情報の収
集・分析・活用等を機動的に行う部門の創設等により、施策
立案機能を高める。 
 
 

 
【2】 
引き続き、外部有識者の意見等を適切に大学運営に反映させるとともに、前
年度に設置した「大学改革実行プランプロジェクト推進チーム」において、
大学情報の収集・分析・活用等を機動的に行う。 
 
 

 
 

Ⅳ 
 
 

 
 
 

 
【3】 
学長のリーダーシップの下、本学の重点的な施策を機動的に
展開するため、学長裁量資源を拡充するとともに、戦略的な
資源配分を行う。 
 
 
 

 
【3】 
前年度に検討した新たな教員人事制度の運用を開始するとともに、平成26年
度学長裁量経費等の配分方針を作成する。また、共用スペースについては、
引き続き活用を図る。 
 

 
 
 Ⅳ 
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【4】 
附属病院については、病院長の専任制(職務従事環境)、医師
の診療業務環境の整備など附属病院の目的達成に必要な機能
を充実・強化する。 
 

【4】 
病院長の職務従事環境を改善するため、病院長の専任制について検討すると
ともに、医師の診療業務環境を改善するため、引き続き改善状況を検証し、
見直す。 
 
 

 
 
 Ⅳ 
 
 

 
 

 
【5】 
教育研究等の活動を活発に展開するため、柔軟な人事・給与
制度の整備を推進するとともに、教職員のモチベーションの
向上に繋がる施策を拡充する。 
 
 

 
【5】 
前年度までに設計した柔軟な人事制度を実施し、拡充策を検討する。また、
教職員のモチベーションの向上に繋がる施策を拡充する。 
 
 

  
 
 Ⅳ 

 
 

 

 
【6】 
高い専門性を必要とする業務に専門的能力を有する職員を配
置するとともに、当該業務に携わる職員のキャリアパス等を
整備する。 
 

 
【6】 
これまでに配置した専門的能力を有する職員のキャリアプラン、配置計画等
の検証を行うとともに、引き続き専門能力を有する職員の配置適用部署等の
検討を行う。 
 

 
 

Ⅲ 
 
 
 

 
 

 
【7】 
男女共同参画推進基本計画に基づく事業の組織的推進を継続
して、男女の機会均等の実現や、政策・方針決定過程への女
性の参画を拡大する。 
 
 
 

 
【7】 
引き続き、男女の機会均等の実現や政策・方針決定過程への女性の参画の数
値目標達成に向け、「熊本大学男女共同参画推進基本計画アクションプログ
ラム」に基づく取組を実施する。 
 
 

 
 

Ⅳ 
 

 

 
 ウェイト小計 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(1)業務運営の改善及び効率化に関する目標 

②事務等の効率化・合理化に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
教育研究の進展に対応して、事務等の効率化・合理化のため、事務組織を機能的に再編するとともに、職員の能力向上と意識改革を促進する。 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【8】 
法人業務と大学業務の機能分化等の視点から、業務全般の点
検・見直しを行い、事務組織の再編・合理化を計画的に実施
する。 
 
 

 
【8】 
平成23年度に実施した検証を踏まえて策定した「事務改革に係るH23後期から
H27までのロードマップ」を着実に実行する。 
 
 
 

 
 
 Ⅲ 
 
 

 

 
【9】 
職員の資質・能力向上のためのプログラム等を拡充するとと
もに、業務の改善と効率化に対する意識向上のための取組を
推進する。 
 
 
 

 
【9】 
引き続き、平成22年度に行った人事制度改革の趣旨及び毎年度実施して 
いる研修アンケート等による検証を踏まえ、研修プログラムの充実を図ると
ともに、階層別研修の隔年実施分について実施し、その内容・成果について
検証を行う。 
 
 

 
 
 Ⅳ 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

ウェイト小計 
 

 
 

  ウェイト総計 
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１．特記事項 
１）教育研究組織等の設置・見直し（P24【１】） 

平成24年６月に示された「大学改革実行プラン」を踏まえ、学長
のリーダーシップの下、本学の改革方針を検討するために総合企画
会議の下に設置した大学改革実行プラン推進プロジェクト委員会及
び同委員会プロジェクト推進チーム会議において、新学部の設置構
想、教員組織と教育プログラムの分離等の新たな教育研究組織体制
について検討を行った。 
 
その他、以下の見直しを行った。 
①パルスパワー科学研究所の設置 

極限環境を用いた物質科学研究とバイオエレクトリクス研究を有
機的かつ発展的に融合し、パルスパワー科学に関する先導的研究拠
点としての役割を担うパルスパワー科学研究所を設置した。(平成25
年４月) 
②大学院生命科学研究部附属臨床研究支援センターの設置 

臨床研究を迅速に実施できるシステム構築と臨床研究に携わる人
材を育成することを目的として、大学院生命科学研究部附属臨床研
究支援センターを設置した。(平成25年７月) 
③大学院生命科学研究部「画像動態応用医学共同研究講座」を設置
した。（平成25年４月） 
④医学部附属病院「脳血管障害先端医療寄附講座」の設置の決定
（平成26年４月） 
⑤医学教育部及び薬学教育部における「レギュラトリーサイエンス
学」大学院連携講座の設置の決定（平成26年４月） 

 
２）経営協議会等の外部有識者の意見の活用及び大学情報の収集・分
析・活用等（P24【２】） 
①経営協議会等の外部有識者の意見の活用 

平成24年度経営協議会出された意見要望に関し、政策調整会議に
おいて本学の取組状況等について報告が行われ、公式Webサイト上で
公表し、経営協議会で報告を行った。 

 
②大学情報の収集・分析・活用等 

「大学改革実行プランプロジェクト推進チーム」において、前年

度に引き続き、関係部署と連携しながら「ミッションの再定義」に必
要な情報の収集を行った。 
また、事務職員の大学情報の収集・分析・活用等に関する能力向上

のため、「IRスキル向上研修」を実施し、25名が受講した。 
さらに、総合情報基盤センターを平成26年５月に「総合情報統括セ

ンター」として改組することを決定し、新たに事業部門として「IRデ
ータベース管理室」を設置することとした。「IRデータベース管理
室」において、今後の少子化、国際化等の様々な社会要件に対応する
ための経営戦略的大学運営において学内データを有効に活用できる環
境を整備することとした。 
 

３）学長裁量資源の充実 
①新たな教員人事制度の実施（P24【３】、P25【５】） 
平成24年度に策定した年俸制による新たな教員人事制度の運用を平

成25年４月から開始し、シニア教授１名・シニア准教授３名を採用し
た。さらに、特定の専門分野に関し、特別の資格、知識及び経験等を
持って当該分野の教育・研究等に従事する「特命教員」制度の運用を
平成26年４月に開始する。 

 
②学長裁量経費等の充実（P24【３】） 
平成26年度の学長裁量経費等について、平成26年度は「国立大学改

革プラン」における改革加速期間に位置づけられることから、学長の
「ガバナンス機能の強化」を図るため、平成26年度学内予算配分にお
いて6１2百万円（対前年度比101百万円増）の学長裁量経費を確保し
た。 
また、中期目標達成経費における事項の見直しを行うとともに、

「平成26年度における中期目標達成経費重点戦略方針」を作成し公募
時に提示するとともに、審査時の指針とした。 
 
４）職員の業務環境改善（P25【４】） 
病院長のサポート体制の強化を図るため、平成 25 年４月から副病院

長を４名から６名体制(再開発担当の副病院長、患者サービス、病院環   
境改善及び男女共同参画担当の副病院長を追加)とするとともに、病院
の機能強化に係る重要事項の方向性等を検討するため、副病院長を座長
とする複数の WG やプロジェクトチームを設置し、病院長のトップダウ
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ンによる判断を側面からサポートした。 
 
・以下の取り組みにより、医師の診療業務環境を改善した。 

①医師業務等役割分担の推進体制の更なる充実を図るため、「医師
業務等役割分担検討WGに関する申合せ」を策定するとともに、各
診療部門から選出される医師メンバーを１名から２名（全体で７
名増）に増員し、体制を強化した。 

②診療現場からの意見を広く募ることを目的として、各診療科や中
央診療部門に対して医師業務等役割分担の検討に関するアンケー
トを実施した。継続課題及びアンケートの結果に基づいた新規事
項について６月17日の同WGにおいて、検討し、内容整理の上、改
善を促しながら、引き続き10月、２月開催の同WGにおいて進捗確
認を行った。 

③診療機能の充実を図るため平成24年度に本院独自の病院特任教員
制度を整備し、平成25年度に特任助教23名を雇用した。 

④院内保育所を開所した。（平成25年５月） 
⑤医師・看護師の負担軽減、医療安全強化のため、薬剤師の全病棟
配置に向けて増員を決定し、平成26年４月に薬剤師16名を採用し
た。 

⑥放射線治療部門の充実及び治療計画補助による医師の負担軽減を
図るため診療放射線技師２名を増員した（平成25年４月） 

⑦糖尿病患者への検査説明及び血糖値自己測定器の指導・管理につ
いて、臨床検査技師が糖尿病療養指導士の資格を取得し、中心と
なり実施していくこととした。 

⑧看護師不足、育児休業の増加に対応するため、育児休業代替事前
確保枠を拡大（27名→60名）し、増員することを決定した。（平
成25年10月） 

⑨看護師業務の負担軽減及び専門性の高い看護師業務へのシフトを
図るため、病棟から検査室等への患者搬送業務に特化した部門
「患者移送支援室」を設置するための準備・調整を行った。（平
成26年４月稼働開始） 

 
５）男女共同参画の推進（P25【７】） 
①「男女共同参画推進基本計画アクションプログラム」に基づく取組 
「男女共同参画推進基本計画アクションプログラム」に基づいて、

以下の取り組みを行い、教職員の就労環境の改善を行った。 
 ・休日等における託児事業について、大学入試センター試験及び本

学主催研究会等及びに加えて、平成25年度はオープンキャンパス
及び一部の大学院入試に拡大し、教職員の利便性を高めた。 

・病児保育事業において、本学負担の利用回数を１人２回までから
３回までに引き上げ、支援内容を手厚くした。 

・育児中の研究者の研究活動が中断しないよう支援するため、研究
補助者を雇用し、女性研究者11名へ支援した。支援を受けた女性
研究者のうち9名が科学研究費補助金または他の外部資金を獲得し
た。 
 

②男女共同参画フォーラム等の開催 
男女共同参画への認識を深めるため、本学主催の男女共同参画推進 

フォーラム・シンポジウムを３回、共催のフォーラム等を本学で４回
開催し、合計で約720名が参加した（平成18年度以来、年間の開催回数
と参加者数は最高）。 
主な取組みは、次のとおり 
・男女共同参画推進フォーラムと熊大ビジネス講座が連携した「ワ

ークライフバランスと多様な働き方を推進する企業の取り組み～
「テレワーク」の可能性と企業の選び方」（熊本市の共催）には
160名の学生、教職員、一般市民が参加した。アンケートでは、
「とても有意義」「有意義」合わせて93.2％の評価を得た。 

・男女共同参画推進フォーラム「男女共同参画社会と大学」並びに
学長を囲む女性研究者等意見交換会には約70名の院生・教職員が
参加した。 

・県、市、地域団体等との共催時（参加者総数、440名）には、本学
の男女共同参画・就労環境整備の取組を広く紹介することができ
た。この効果の一つとして熊本市提供ラジオ番組「クマモト・ウ
ーマン」のがんばる女性を応援する事業所を紹介する新シリーズ
で、最初の事業所として熊本大学が取り上げられ、ラジオを通じ
ても本学の取組が紹介された。 

 
③政策方針決定過程による女性割合の向上等 
平成25年４月１日付で女性副学長が就任した。 

 また、昨年度に引き続き女性登用に関する部局長への依頼、公募書 

http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
http://gender.kumamoto-u.ac.jp/event_info/event_20131030.html
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類に男女共同参画を配慮している旨を記載するなどに取り組み、女
性教員の割合が16.1％（平成24年度15.6％）（平成25年５月１日現
在）に増加した。 

 
④女性研究者研究活動支援取組の県内各機関への普及 

文部科学省「平成25年度科学技術人材育成費補助事業女性研究者
研究活動支援事業（拠点型）」に採択され、これにより、大学コン
ソーシアム熊本と連携して県内各機関へ女性研究者研究活動支援の
取り組みの普及を行った。 

 ・大学コンソーシアム熊本の地域連携部会の下に、女性研究者研究
活動支援事業（拠点型）ワーキンググループを設置し、取組の普
及のための体制を作った。 

 ・本事業のキックオフシンポジウムを開催し、全国の大学での女性
研究者支援の意義や現状、好事例の普及を行った。県内外８大学
や事業所から、４名の学長の他、理事、部局長、事務局長等の幹
部職員をはじめ、幅広い教職員、約60名が参加した。アンケート
では、全員が「とても有意義」または「有意義」と回答し、高い
評価を得た。 

 ・女性研究者の研究力向上のために、本学と県内研究機関両方に女
性研究者を含むグループ間での新規の共同研究へ研究費の支援事
業を開始し、４グループに支援した。 

・女子大学生・院生・若手女性研究者のキャリア意識の形成を促進
するために、大学コンソーシアム熊本の協力を得て、県内12大学
で活躍している女性教員44名を掲載した熊本県女性研究者ロール
モデル誌を制作し、県内の大学をはじめ、各事業所に広く配布し
た。 

・拠点型の新たな事業として、本学の女性研究者を対象に産休・育
休・介護休業からの復帰支援をするために、学会参加旅費や論文
校閲費や掲載費の支援を開始、２名に論文校閲費の支援を行っ
た。 

・熊本県内全大学の女性研究者が介護支援及び病児保育事業を平成
26年度から利用できるように体制整備した。 

 
 

 

⑤女子中高生の啓発活動 
次世代の女性研究者育成の一環として、JST『女子中高生の理系進路

選択支援プログラム「めざせ、理系キャリア！夢創り応援プロジェクト 
for ガールズ」』を実施、現役女子学生、卒業生、女性研究者による講
演会や懇談会、臨海合宿など 5件のイベントに延べ 817 名の熊本県内を
はじめ九州の女子中高生、保護者、教諭が参加、420 名のアンケート回
答者の 98.3％から面白かったという評価を得た。 
 
６）職員の資質・能力向上のための取組（P26【９】） 
事務職員研修については、平成25年４月１日から26年３月31日の間

に21種類の学内研修（新採用事務職員研修、ミドルフォロワ研修（主
任研修）、チームリーダー研修、ユニット長研修、海外派遣研修、会
計実務研修、IR研修等）を企画・実施し、延べ500名の職員が受講し
た。 
事務職員の資質・能力向上の新たな取組として、eラーニングを用い

た語学研修（TOEIC）(76名受講)や、語学研修受講者を優先した海外研
修（フィリピンの語学学校へ３週間、１名派遣）を実施した。eラーニ
ングを用いた語学研修では、常勤職員、非常勤職員合わせて76名が受
講し、修了要件としているTOEIC-IPの受験結果において、21名が600点
以上、そのうち14名が700点以上を取得し、事務職員の語学力の向上を
図った。 
 さらに、IR研修（大学情報の収集、分析、活用等）を新規に導入し
(25名受講)、事務職員のIRに関する能力の向上も図った。 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(2)財務内容の改善に関する目標 

①外部研究資金、寄付金その他の自己収入の増加に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
外部資金その他の自己収入増を達成するための財務戦略を策定し、財務基盤を強化する。 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【10】 
科学研究費補助金等の外部資金を獲得するための具体的方策等
を策定し、戦略的に獲得する。 
 
 

 
【10】 
前年度に引き続き、外部資金獲得の各種方針を検証するとともに、獲得に向
けた戦略的な取組を実施する。 
 
   

 
 
 Ⅳ 
 
 

 

 
【11】 
受益者負担の導入、各種料金の改定等の具体的方策を策定し、
自己収入の増加を目指す。 
 
 

 
【11】 
自己収入増加に向けて実施した項目を検証し、見直しを行うとともに、 
新たな取組について検討のうえ可能なものから実施する。 
 
 

 
 
 Ⅲ 
 
 

 

  
ウェイト小計 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(2)財務内容の改善に関する目標 

②経費の抑制に関する目標 
 

 
 
中 

期 

目 

標 
 

 
１）「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」(平成18年法律第47号)に基づき、平成18年度以降の５年間において国家公務

員に準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」(平成18年７月７日閣議決定)に基づき、国家公務員の改革を踏

まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 

２）教職員の意識改革、業務改善を通じて、管理的経費を抑制する。 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【12】 
「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関
する法律」(平成18年法律第47号)に基づき、国家公務員に準
じた人件費改革に取り組み、平成18年度からの５年間におい
て、△５％以上の人件費削減を行う。更に、「経済財政運営
と構造改革に関する基本方針2006」(平成18年７月７日閣議決
定)に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成
23年度まで継続する。 
 

 
【12】 
国による新たな総人件費改革に対応する。 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
【13】 
経費削減及び業務の現状を検証するとともに、熊本大学固有
の学内アウトソーシングシステムの活用、教職員のコスト意
識改革のための取組等を推進する。 
 
 

 
【13】 
引き続き、管理的経費の検証及び検討を行い、経費の抑制を推進するととも
に、コスト意識改革のために省エネ啓発や省エネパトロールを行い、継続的
な省エネ活動を実施する。また、学内アウトソーシングの現状を検証し、活
用を図る。 
 

 
 
 
 Ⅳ 
 
 
 

 

  
  ウェイト小計  
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(2)財務内容の改善に関する目標 

③資産の運用管理の改善に関する目標 
 

 

中 
期 
目 
標 

 
資金の効果的運用管理を行うとともに、土地建物を有効に活用する。 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【14】 
寄附金、熊本大学基金、大学運営費等の収支状況を定期点検
して、余裕金の運用計画を策定し、中期的に安全、かつ効果
的に運用する。 
 
 

 
【14】 
前年度に引き続き、余裕金の運用計画を策定・実施し、収支状況を定期的に
点検して、効果的な資金運用を行う。 
 
 

 
 

 
Ⅲ 

 
 
 

 

 
【15】 
土地建物の使用状況を定期的に点検して、利活用計画等を策
定し、推進する。 
 
 

 
【15】 
大学所有地の利活用に向けたアクションプラン及び建物の利活用計画に 
基づき、土地及び建物の有効活用を推進する。 
 

 
 
 
 Ⅲ 
 
 
 

 

 
 

 
 
 

ウェイト小計 

 

 
 

ウェイト総計  
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１．特記事項 
１）外部資金獲得に向けた取組（P30【10】） 

・外部資金（科学研究費補助金、共同研究、受託研究、寄附金、厚生
労働省科学研究費補助金等を含む）の獲得額は6,583,754千円となっ
た。(前年度比１％増) 
主な取組は以下のとおり。 
①科学研究費補助金において、平成25年度は、基盤研究、若手研究等 

635件が採択され（前年度621件）、着実に基盤的研究が推進された。 
採択率は55.1％（前年57.3％）と若干減少したが、40歳未満の若手
研究者の件数は175件（前年156件）、同じく採択率は、27.6％（前
年25.1％）となり、若手研究者への支援策の成果が表れた。 
 また、厚生労働省科学研究費補助金の獲得額は、923,073千円（前
年度比７％増）、NEDO：45,916千円（同比７%増）、受託研究：1,199,215 
千円（同比２%増）、共同研究：383,877千円（同比６%増）、寄附金： 
1,849,497千円（同比１%増）であった。 

②熊本大学基金について、五高記念館周辺環境事業や医学教育部「柴 
三郎プログラム」等具体的な事業をPRしたことによって、寄附額が
増加した。(前年度比53％増) 

 
・さらに、外部資金獲得に向けた取組として、以下の取組を行っ
た。 
①科学研究費助成事業等申請採択増の方針を見直し、未申請者に対す 

る措置の一つとして、学内における間接経費財源の助成事業（学術
出版助成／研究集会等推進／若手国際共同研究スタートアップ支
援）への応募を制限するとともに、若手研究者に対するインセンテ
ィブを採択年度に限り、１人あたりの配分額の増加を図った。 

②本学の研究拠点から大型種目への申請を促すための措置として、 
拠点の評価項目に大型種目への申請等を加えた。 

③本学が主催する外部資金獲得セミナーへの積極的な参加を呼びか 
け、URAを活用して若手研究者に対する個別面談を実施し、不採択
理由や応募分野の採択状況、科研費関連情報の収集及び提供、調書
作成支援を実施した。 

④平成24年度に策定した「熊本大学知的財産に係る戦略企画の強化 
策」に基づき、共同研究、受託研究、A-STEP、知財ハイウェイ等 
を実施した。 

⑤「平成26年度熊本大学予算編成の基本方針」に継続して「外部資金
獲得の重要性」を盛り込み、学長裁定により策定した。 
 

２）経費抑制への取組（P31【13】） 
・平成24事業年度財務諸表について、決算分析資料等を作成し管理的 
経費の検証等を行うとともに、11月の経営協議会において説明し、 
意見を聴取した。 
 
・経費抑制への取組として、以下の主な取り組みを行った。 
①平成25年９月の教育研究評議会等（他2会議）において、タブレット 

PCを導入し、10月以降同会議では、ペーパーレス化を実現した。 
さらに、12月から総合企画会議等において、経費削減効果と業務の
効率化等を勘案しながら、ペーパーレス化を進めた。 

②九州地区国立大学において共同調達（トイレットペーパー）し、 
経費の削減を図った。前年度比6.3％（31万円）減 

③コスト意識改革のための省エネ啓発の取り組みとして、熊本大学 
エコ・エネ研究会の講演会を10回実施した。 

④黒髪南・北地区のキャンパス・デマンド状況を研究会HPに掲載する 
とともに、デマンド警報システムを稼働させて周知し、デマンド 
の抑制を図った。 

⑤省エネルギー活動標語の募集・表彰（７月）、省エネルギー講習会 
の実施（６月）、省エネルギー推進行動目標ポスターの学内配布及
び省エネニュース（メール形式）を全学配信するなど省エネ啓発活
動を実施した。 

⑥省エネルギー推進員により夏季省エネパトロールを実施し、結果報 
告を行った。 
上記③～⑥の結果、黒髪北地区の契約電力を改定し、基本料金が 

減額となり、経費を削減した。前年度比4.8％（139万円）減 
 

これらの取り組みにより、一般管理費率2.9％以下の経費削減目標に
対し、前年度同様2.7％に抑制できた（本比率は同規模大学を下回るも
のである）。 
 
・本学の環境に関する活動や取り組みをとりまとめた熊本大学環境報
告書「えこあくと2012」が、環境省らが主催する第16回環境コミュニ 
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 ケーション大賞の環境報告書部門において、「環境配慮促進法特定
事業者賞」を受賞した。 

 
３）資金運用（P32【14】） 

平成24年度に引き続き、年度当初に資金管理方針及び資金繰計画を
策定し、効率的、効果的な資金運用を実施した。 
余裕金の運用に当たっては、資金管理方針に自己資本比率及び格

付け評価の要件を明記し、安全性を担保するとともに、支払予定等
を勘案し、短期的かつ見積競争による最高利率となるよう運用し
た。 
これにより、運用額は昨年度比3.8％増、運用益は昨年度比11.7％

増となった。 
なお、緊急に資金繰りを必要とするような事態に対応するため、

「セーフティネット」として、平成26年度から短期借入金にかかる
「融資当座貸越」契約を地元銀行と締結(平成26年４月)することを
決定した。 

 
４）土地建物の有効活用（P32【15】） 
・全学教育棟北側テニスコートを大学全体の将来計画に資する利用予
定地として確保し、当面は駐車場とすることとした。なお、他団地
に所在する附属幼稚園の改修工事に伴い、テニスコートに隣接する
くすの木会館を仮移転先とし、同テニスコートを遊技場として９月
から３月にかけて利用した。その後、テニスコートは駐車場として
の整備が完了し、平成26年４月から利用を開始することとした。 

 
・宿泊施設として稼働率が低かった知命堂を学生支援施設（文化系サ
ークル棟）として使用できるように改修し、文化系サークル棟とし
て10月から使用を開始した。 
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中 
期 
目 
標 
 

 
 
自己点検・評価を改善に繋げるための全学的な体制を整備・強化して、PDCAサイクルを定着させる。 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【16】 
教育研究等の質の向上を目指して、第一期に引き続き、部局
ごとの組織評価及び教員個人活動評価とそれに基づく改善を
計画的に実施し、組織評価については、評価の観点・基準の
見直しを併せて行う。 
 
 

 
【16】 
前年度に引き続き、教員個人活動評価制度の改善に向けて検討するととも
に、第3期（平成24～26年度）の教員個人活動評価の年度評価を着実に実施す
る。また、平成26年度実施予定の組織評価に向けて、指針等を作成する。 
 
 

 
 
 
 Ⅳ 
 
 

 

 
【17】 
中期目標・中期計画の達成状況を効率的・効果的に点検・評
価するために、大学情報アーカイブスを利用した統合情報デ
ータベースを計画的に構築し、活用する。 
 

 
【17】 
大学情報アーカイブスの充実に向け、学内に存在するデータの集約を継続す
る。また、点検･評価へのデータの効率的・効果的な利活用について検討す
る。 
 
 

 
 

 Ⅲ 
 
 

 

  
ウェイト小計  

  

 
Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

①評価の充実に関する目標 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 
(3)自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
②情報公開や情報発信等の推進に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
熊本大学の現況について、情報公開を適切に実施するとともに、国内外への情報発信を活発に行う。 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【18】 
情報発信体制を強化し、熊大通信等の大学広報誌、および熊
本大学Webページ等を充実させ、情報公開や情報提供を多面的
に実施する。 
 
 

 
【18】 
これまでに築いた学内情報の収集・発信システムを充実させるとともに、新
規ウェブコンテンツの拡充等により情報発信強化を図る。 
 
 

 
 
 Ⅳ 
 
 
 
 

 

 
【19】 
海外オフィス、リエゾンオフィス等を活用して、国際的な情
報発信機能を高め、第一期に引き続き海外フォーラム等を計
画的に開催する。 
 

 
【19】 
海外オフィスの広報機能の充実を図るための改善策を検討・実施すると 
ともに、国際的なフォーラム等の事業を実施し、大学情報の発信を積極的に
行う。 
 

 
 
 Ⅳ 
 

 

 
 
 
 
 
 

ウェイト小計 

 

 
 
 

ウェイト総計  
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１．特記事項 
１）自己点検・評価の着実な実施（P35【16】） 
①教員の個人活動評価について、特に低い評価を受けた教員及び未
実施者に対する指導等の徹底のため、活動改善計画書等を提出させ
るなどの措置を決定した。さらに、未実施者については、未実施者
がいる部局等への経費の調整、会議での部局ごとの未実施者数等の
公表について定めた「教員個人活動評価未実施者の取扱いについ
て」を定め、平成26年度(平成25年度実績分)からの実施を決定し
た。 

 
②第２期の法人評価、及び平成27年度に受審予定の認証評価を見据
えて平成26年度に実施する全学の自己点検・評価である組織評価に
ついて、組織評価指針及び実施要領等を策定し、学長から組織評価
の実施について各部局等へ通知を行った。なお、組織評価の実施に
向けて、事務部門への説明会、教職員対象の説明会を行った。 
 

２）大学評価・IR担当職員の資質向上を目的としたセミナーの開催 
 （P35【16】） 

大学評価会議組織評価WG主催、九州地区大学IR機構との共催で、 
大学評価・IR担当職員の資質向上を目的としたセミナーを本学で開
催し、九州大学大学評価情報室副室長の関口正司教授を講師とし
て、講演及び研修を行った。 
講演会は、大学評価（法人評価、認証評価等）の仕組み、評価に

より受ける影響、適正な自己評価を行うための準備等という内容で
講演が行われ、九州地区の他大学からの参加者３名を含む92名の参
加があった。 
研修会は、大学評価会議組織評価WG委員及び評価・IRの業務に携

わる教職員を対象とし、ワークショップ形式で実践的な内容で行
い、25名（教員14名、事務職員11名）の参加があった。 

 
３)「部局運営上の諸課題等に係る学長ヒアリング」の実施（P35【16】） 

各部局の将来を見据えた積極的な取組を支援するため、第２期中
期目標・中期計画における課題並びに第３期中期目標・中期計画を見
据えた部局の将来構想等について、各種データを基に学長と部局長
の意見交換を行い、大学として取り組むべき課題を明確にした。 

４）情報公開や情報発信の推進（P36【18】） 
①首都圏広報の充実 
平成25年度から文部科学省記者クラブにおいて、記者会見を実施

し、本学の研究成果を全国にアピールした。 
平成25年８月～11月の４ヶ月間にわたり、文部科学省情報ひろばに 

おいて薬学部の「創薬研究」を展示し、本学の研究力をアピールし
た。（来場者数約6,000名） 
 
②コミュニケーションワードを使った広報 
平成24年度に策定したコミュニケーションワード（CW）「創造する

森 挑戦する炎」を本学ゆかりの井上雄彦氏に揮毫していただき、ロ
ゴ化し、熊本駅、くまもと空港等の広告媒体をCWを使ったイメージに
変更するとともに、新たに東京駅に同様のイメージ広告を掲出し、本
学の伝統を踏まえつつ挑戦するイメージをアピールするなど、広く大
学広報に活用する戦略的な取り組みを行った。 

 
５）国際的な情報発信の推進（P36【19】） 
①「第 10 回熊本大学フォーラム（スラバヤ）」の開催 
本学の情報発信力及び国際競争力を一層向上させることを目的とし

て、インドネシア・スラバヤにおいて平成25年11月25、26日に第10回
熊本大学フォーラムを開催した。本フォーラムでは、教育研究活動の
成果発表や研究者・学生交流を通じて国際的ネッワークの構築・強化
等を促進するとともに、インドネシアに在住する本学留学生OB・OGの
交流会、本学への留学相談コーナー並びに熊本県・市、大学コンソー
シアム熊本及び「熊本大学博士課程教育リーディングプログラム
（HIGOプログラム）」を紹介するブースの出展、３大学の学部学科等
を紹介するパネル展示等を行い、積極的な情報発信を行った。 
２日間のフォーラムを通して約1,000名の研究者、学生が参加した。 

 
➁「熊大通信」特別号「LETTERS」の刊行 
本学の教育研究活動等に関する情報を社会に対して積極的に公表す

る広報誌「熊大通信」の特別号として、留学生の活気に満ちた本学で
の学生生活をコラムと写真で紹介する「LETTERS（英語版）」を刊行
し、本学サマープログラムの募集対象である海外の交流協定校の他、
海外オフィス（上海、大連及びインドネシアITS)に配付するととも 
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に、第10回熊本大学フォーラム（スラバヤ）において開催した留学
説明会での説明資料として活用した。 
 
③イスラム教徒の留学生及び外国人研究者への情報提供 

本学では、留学生及び外国人研究者並びにその家族が日本・熊本と
いう異文化社会に適合し、安心して勉学や研究に従事できるよう、ウ
ェブサイトや留学説明会等を通じて、学内外での生活適応上の助言
を行っている。特に、近年受入が増加しているイスラム教徒の留学生
等に対しては、宗教上の制限により熊本での生活に不自由すること
のないよう、黒髪キャンパス近くの礼拝施設「熊本イスラミックセン
ター（ムスク）」に関する情報提供を積極的に行った。 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(4)その他業務運営に関する重要目標 

①施設設備の整備・活用等に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
教育研究等の質の向上に資する施設設備、およびキャンパス環境の整備を推進するとともに、施設設備等を良好な状態に保ち、有効に活用する。 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【20】 
エコ・キャンパスの構築を目指して、省エネルギー等を計画
的に推進するとともに、国際性と地域性に配慮した、安全で
快適なキャンパスを整備する。 
 
 
 

 
【20】 
引き続き、省エネ啓発を推進するとともに省エネ改修整備を実施する。 
また、施設整備方針等に基づきキャンパス整備を順次実施する。 

 
 
 Ⅳ 
 

 

 
【21】 
施設設備を良好な状態に保ち、有効に活用するため、学生・
教職員等の利用者の意見を反映した施設マネジメントを実施
するとともに、拠点形成研究等を戦略的に推進するため、共
用スペースを拡充・活用する。 
 
 
 

 
【21】 
引き続き、修繕等年次計画に基づく施設の維持保全を実施するとともに、施
設利用者満足度調査及び完成建物のフォローアップ調査を実施する。さら
に、共用スペースの活用を図る。 
 

 
 

Ⅲ 
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【22】 
PFI方式による事業契約を行った｢熊本大学(本荘)発生医学研
究センター施設整備事業｣及び｢熊本大学(黒髪南)工学部他校
舎改修施設整備事業｣を確実に実施する。 
 
 

 
【22】 
｢熊本大学（本荘）発生医学研究センター施設整備事業｣及び｢熊本大学 
（黒髪南）工学部他校舎改修施設整備事業｣の事業計画に沿って維持管理業務
とそのモニタリングを実施し、PFI事業を継続する。 
 

 
 

 Ⅲ 
 
 

 
【23】 
第一期に整備した高度情報化キャンパス環境の更なる高度化
の達成及び情報セキュリティを強化するために、総合情報環
構想を再構築し、その構想に基づき、情報セキュリティ強化
の恒常的取組み、統合情報データベースによる情報の一元化
と有効活用、ｅポートフォリオ等による学習環境の充実、生
涯活用を目指した熊本大学IDの導入等を計画的に実施する。 
 

 
【23】 
総合情報環構想2010に基づき、統合情報データベースの有効活用や熊本 
大学ID導入等による情報環境の高度化を推進しつつ、PDCAサイクルによる情
報セキュリティの強化を図る。 
 
 

 
  
 Ⅳ 
 
 
 

 

 
【24】 
総合情報環構想に基づき、図書館においては、永青文庫等の
貴重資料の電子化等を推進するとともに、データベース等の
電子的利用環境を整備する。 
 
 

 
【24】 
貴重資料等の電子的公開を検証するとともに、電子コンテンツの整備及び電
子コンテンツ等の利用ガイダンスの実施状況を検証し、必要に応じて見直し
を検討する。 
 
 

 
 

 Ⅲ 
 
 
 

 

  
ウェイト小計 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(4)その他業務運営に関する重要目標 

②安全衛生管理に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
安全衛生管理及び危機管理体制を強化し、安全なキャンパスを構築する。 
 
 
 

 

中期計画 年度計画 
進捗 

状況 ｳｪｲﾄ 

 
【25】 
職員及び学生等の安全確保を強化するために、産業保健スタ
ッフの充実等を含めて、安全衛生管理体制の見直しを実施す
る。 
 
 
 
 

 
【25】 
充実を図った産業保健スタッフにより、特にメンタルヘルス対策を中心
に安全衛生管理体制の充実を図るとともに、必要に応じて見直しを行
う。また、安全な職場環境を維持するため、職場巡視マニュアルの運用
状況について検証する。さらに、薬品管理を徹底するため、薬品管理支
援システムの活用について引き続き啓発等を行うとともに、利便性向上
のための検討を行う。 
 

 
 
 Ⅲ 
  
 
 

 

 
【26】 
災害等に備えて、危機管理体制を強化するとともに、市民・
地域と連携した取組みに重点を置いた施策を実施する。 
 
 

 
【26】 
減災型社会システム実践研究教育センターが中心となり、自治体、他大
学等関係機関と連携して、減災型地域防災の研究、人材育成を行う。 
 
 

 
 
 Ⅳ 

 

  
ウェイト小計 
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Ⅰ業務運営・財務内容等の状況 

(4)その他業務運営に関する重要目標 

③法令遵守に関する目標 
 

 
 
中 
期 
目 
標 
 

 
 
不正防止体制等により、法令遵守を啓発・徹底し、不正行為を防止する。 
 
 
 

 
中期計画 年度計画 進捗 

状況 
ｳｪｲﾄ 

 
【27】 
不正経理や個人情報漏洩等の事例分析に基づき、「不正防
止・法令遵守マニュアル」等を充実させるとともに、法令遵
守を徹底するための研修等を実施する。 
 
 

 
【27】 
前年度に引き続き、不正防止体制の確立に向けて、既存のマニュアルの 
検証・整備を行い、周知を図るとともに、研修会等による法令遵守の啓発・
徹底を行う。 
 

 
  

Ⅳ 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 
ウェイト小計 

 

 
 
 

 
ウェイト総計 
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１．特記事項 
１）省エネルギーの推進（P39【20】） 

➀省エネルギー活動標語の募集・表彰、講習会を行うとともに、照
明器具・空調機の高効率化などの省エネ改修や電力エネルギーをキ
ャンパス単位に計測できる自動検針装置を設置し、「エネルギーの
見える化」を推進し、平成22年度から比較して、夏季電力量 
6.86％、冬季電力量8.36％の削減を図った。 

 
➁再生可能エネルギー発電設備と蓄電池の一元的管理を行い、コミ
ュニティー毎の二酸化炭素排出量削減効果、事業性・採算性、他地
域への展開性･波及性等の検証を目的とし、環境省の「平成25年度廃
熱利用等によるグリーンコミュニティー推進実証事業」に応募し、
11月18日付け採択された。 

 
２）高度情報化キャンパス環境の整備・充実（P40【23】） 

総合情報環構想の確実な実施を図るとともに、学内外の情報通信
技術（ICT）及び情報化社会の環境の変化等に対し戦略的に取り組む
ため、熊本大学ICT戦略会議の下、情報戦略関連施策を実施する組織
として総合情報基盤センターを改組し「総合情報統括センター」を
平成26年５月に設置することとした。なお、改組後のセンターには
事業部門（情報基盤管理室、情報サービス室、情報セキュリティ
室、IRデーターベース管理室）を新たに設置し、各室の構成を、総
合情報基盤センター教職員及び情報企画ユニット職員等の協働によ
る実組織で構成することにより、責任体制の強化、窓口の統一、技
術やノウハウの蓄積と伝承、専門職の養成、開発から運用までのシ
ームレスな連携等を図ることができる組織体制とした。 

 
３）法令遵守（コンプライアンス）に関する体制及び規程等の整備・
運用状況（P42【27】） 
①教員等個人宛て寄附金の適切な経理について、平成25年４月１日
採用者から、「労働契約通知書」発行と併せて助成金手続きを促す
リーフレット（教員用及びTA・RA等用）を添付し、新規採用の研究
者（教員及びTA・RA）への周知を徹底した。 

 
 

②物品の検収に関する実施要項を制定し、平成25年４月から体制整
備を強化（検収担当者を８名増員）するとともに郵送等の理由によ
り検収所で確認出来ていなかったものも納品先にて確認し、全ての
物品を検収することとした。また、Q＆A等をHP上に掲示し運用の徹
底を図り、適切に実施されている。 

 
③研究活動上の「不正防止マニュアル」等を活用し、科学研究費助 
成事業の執行等に関する説明会（学内２地区で実施、研究者105名、
事務職員97名参加）及び平成26年度の科学研究費助成事業の公募要
領説明会（研究者142名、事務職員31名）において、研究者に対する
法令遵守の啓発・徹底を行った。 
また、学内開催の会計実務研修において「公的研究費の不正使用

の防止について」と題して（学内２地区で実施、事務職員 35 名）
「研究活動上の『不正防止マニュアル』」により本学の不正防止の取
組や事務職員の責務について講義するとともに、学内での事象を例
に法令遵守の啓発・徹底を行った。 
 
④研究者倫理のための取り組みとして、研究担当理事が各部局等の 
教授会に出向き、「研究活動の不正行為へのガイドライン」、研究
者としての基本的な姿勢と不正防止の取り組み、過去の不正行為の
事例等を説明し、啓発を図った。 

 
⑤「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準）」の改正に伴い、「国立大学法人熊本大学における競争的
資金等の管理等に関する規則」を一部改正した(平成26年４月１日施
行)。これにより、競争的資金等を適正に運営及び管理するために、
最高管理責任者、統括管理責任者、各部局等にコンプライアンス推
進責任者及びコンプライアンス副責任者を置くこととし、ガイドラ
インに沿った本学における研究費の不正防止に関する責任体制を構
築した。  

 
４）災害、事件・事故等の危機管理に関する体制及び規程等の整備・
運用状況（P41【26】） 

熊本市の一時避難場所等に指定されている黒髪団地北地区、本荘
南、大江、京町の４地区に、災害時の避難者（地域住民）や本学の
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帰宅困難者（児童生徒・学生・教職員）に提供する物資等を備蓄す
る倉庫を設置した。なお、提供する食料・飲料水等の最低限必要な
資機材として、アルファ米を3,550食分、500ｍｌの保存水を3,432
本、発電機を18台、災害用トイレを65セット、その他ブランケット
や防水シートなどを備蓄した。災害時のための備蓄倉庫を４ヶ所設
置して、地域住民や学生・教職員の非常食などを備蓄した。 

 
５）防災・減災への取り組み（P41【26】） 

①自然科学研究科に設置した「減災型社会システム実践研究教育セ
ンター」が中心となり、平成25年４月１日に、熊本県と共同研究
「大規模広域災害に備えた防災体制の充実・強化のための調査・研
究」を締結した。また、共同研究講座「熊本県社会技術実装講座」
の設置など減災型地域防災の研究を実施した。 

 
②平成24年度に採択された「減災型地域社会のリーダー養成プログ
ラム」により、平成25年度は、県内４大学共同で、「減災型地域社
会づくりⅠ」(76名受講)、「プロジェクトマネジメント」(22名受
講)、「減災型地域社会づくりⅡ」(20名受講)を開講し、人材育成を
行った。本プログラムは、九州で広域的かつ甚大な災害が発生した
場合、熊本県が拠点となって被災県を支援する体制を整備する「九
州を支える広域防災拠点構想」において、人的資源の供給能力を有
する事項として位置づけられた。 

 
③平成25年11月８日に、国立大学協会防災・日本再生シンポジウム
「熊本発 地域減災力啓発シンポジウム」を開催し、産業界関係
者、自治体関係者、高校・大学関係者(学生を除く)、学生、一般参
加者合わせて301名の参加があった。本シンポジウムでは、南正昭 
岩手大学教授による東日本大震災からの岩手県の復興の現状と課題
に関する講演や、熊本県、熊本市、熊本大学からの防災・減災の取
り組みの紹介を行い、組織と地域住民との連携を図った。 
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    ※ 財務諸表及び決算報告書を参照 
 
 
 Ⅲ 短期借入金の限度額  
 

 
 

中 期 計 画 
 

年 度 計 画 
 

実 績 
 
１ 短期借入金の限度額 
   ３９億円 
 
２ 想定される理由 
   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発

生等により緊急に必要となる対策費として
借り入れることも想定される。 

 
１ 短期借入金の限度額 
   ３９億円 
 
２ 想定される理由 
  運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り
入れることも想定される。 

 
  
 
 
 
 該当なし 
   
 
 

 
 
 Ⅳ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画  
 

 
 

中 期 計 画 
 

年 度 計 画 
 

実 績 
 
 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経 
費の長期借入に伴い、本学病院の敷地及び建物 
について、担保に供す。 
 

 
 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経 
費の長期借入に伴い、本学病院の敷地及び建物 
について、担保に供す。 
 

 
 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に 
伴い、本学病院の敷地及び建物について、担保に供した。 
 
 

 
 
 Ⅴ 剰余金の使途  
 

 
 

中 期 計 画 
 

年 度 計 画 
 

実 績 
 
 決算において剰余金が発生した場合は、教育 
研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 
 決算において剰余金が発生した場合は、教育 
研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

 
 教育研究環境の整備・充実に充てた。 
 
 

 
 Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画  
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 Ⅵ そ の 他          １ 施設・設備に関する計画  
 

 
 

中 期 計 画 
 

年 度 計 画 
 

実 績 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施設・設備の内容 

 
予定額 

（百万円） 

 
財  源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施設・設備の内容 

 
予定額 

（百万円） 

 
財  源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施設・設備の内容 

 
決定額 

（百万円） 

 
財  源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・（黒髪）総合研究
棟改修Ⅲ期（教育
系）） 
・（黒髪）総合研究
棟改修Ⅲ期（文法
学系） 
・小規模改修 
・病院特別医療機
械（再開発設備） 
・（本荘）発生医学
研究センター施設
整備事業（PFI） 
・（黒髪南）工学部
他校舎改修施設整
備等事業 
（PFI） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 総額 
３，４３８ 

      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施設整備費補助
金 
（２，９２０） 
船舶建造費補助
金  
（    ０） 
長期借入金 
（  １７０） 
国立大学財務・
経営センター施
設費交付金 
（  ３４８） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・(本荘)国際先端
医学研究拠点施設 
・(黒髪)図書館改
修 
・老朽対策等基盤
整備事業 
・最先端研究基盤
事業 
・(本荘)総合研究
棟(臨床系) 
・(松島町)国際交
流会館改修 
・(医病)外来診療
棟 
・小規模改修 
・(本荘)発生医学
研究センター施設
整備事業(PFI) 
・(黒髪南)工学部
他校舎改修施設整
備等事業(PFI) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
総額 
７，０８９ 

 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施設整備費補助
金 
（３，９１３） 
船舶建造費補助
金 
  
（    ０） 
長期借入金 
（３，１２０） 
国立大学財務・
経営センター施
設費交付金 
（   ５６） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・耐震対策事業 
・耐震対策事業(特
会) 
・(本荘)国際先端
医学研究拠点施設 
・(黒髪)図書館改
修 
・老朽対策等基盤
整備事業 
・最先端研究基盤
事業 
・(本荘)総合研究
棟(臨床系) 
・(松島町)国際交
流会館改修 
・(医病)外来診療
棟 
・小規模改修 
・(本荘)発生医学
研究センター施設
整備事業(PFI) 
・(黒髪南)工学部
他校舎改修施設整
備等事業(PFI)  
・生体分子機能イ
メージング解析設
備 
・マルチスケール
組織制御・評価シ
ステム 
・デュアルビーム
ＦＩＢ加工機 
・生命系統合バイ
オ情報解析システ
ム及びパルスパワ
ー誘導性生体応答

 
総額 
６，４２６ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
施設整備費補助
金 
（３，３１９） 
船舶建造費補助
金 
   
（    ０） 
長期借入金 
（３，０５１） 
国立大学財務・
経営センター施
設費交付金 
（   ５６） 
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リアルタイム解析
システム 
・再開発(外来診療
棟)設備 
・大学病院設備整
備 
   

         
 
（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成す

るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・
設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改
修等が追加されることもある。 

 
（注２）小規模改修について 22 年度以降は、平成 21 年    

度同額として試算している。 
    なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建    

造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費    
交付金、長期借入金については、事業の進展等に    
より所要額の変動が予想されるため、具体的な額    
については、各事業年度の予算編成過程等におい    
て決定される。 

 

 
（注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況

等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を
勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり
得る。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
○ 計画の実施状況等（平成 25 年度） 
・耐震対策事業：新規計上（H25 年度補正事業：H26.2.7 交付決定）。計画額と同額で、事業は継続中。全額を来年度に繰越。 
・耐震対策事業(特会)：新規計上（H25 年度補正事業：H26.2.7 交付決定）。計画額と同額で、事業は継続中。一部を来年度に繰越。 
・(本荘)国際先端医学研究拠点施設：計画額と同額で実施済。 
・(黒髪)図書館改修：計画額より減額で実施済。 
・老朽対策等基盤整備事業：計画額と同額で、事業は継続中。一部を来年度に繰越。 
・最先端研究基盤事業：計画額と同額で、事業は継続中。一部を来年度に繰越。 
・(本荘)総合研究棟(臨床系)：計画額と同額で、事業は継続中。一部を来年度に繰越。 
・(松島町)国際交流会館改修：計画額と同額で実施済。 
・(医病)外来診療棟：計画額と同額で、事業は継続中。一部を来年度に繰越。 
・小規模改修：計画額と同額で実施済。 
・発生医学研究ｾﾝﾀｰ施設整備事業(PFI 事業 13-9)：計画額と同額で実施済。 
・工学部他校舎改修施設整備等事業(PFI 事業 14-9)：計画額と同額で実施済。 
・生体分子機能イメージング解析設備：計画額と同額で実施済。 
・マルチスケール組織制御・評価システム：計画額と同額で実施済。 
・デュアルビームＦＩＢ加工機：計画額と同額で実施済。 
・生命系統合バイオ情報解析システム及びパルスパワー誘導性生体応答リアルタイム解析システム：計画額と同額で実施済。 
・再開発(外来診療棟)設備：計画額と同額で実施済。 
・大学病院設備整備：計画額と同額で実施済。 

なお、上記のうち、生体分子機能イメージング解析設備、マルチスケール組織制御・評価システム、デュアルビームＦＩＢ加工機、生命系統合バイオ情報解析シス
テム及びパルスパワー誘導性生体応答リアルタイム解析システム、再開発(外来診療棟)設備、大学病院設備整備については、年度計画の予定額に計上しており、実績
として施設・設備の内容を記載し、金額を計上した。 
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 Ⅶ そ の 他   ２ 人事に関する計画 
 

 
 

中 期 計 画 
 

年 度 計 画 
 

実 績 
 
 
 １） 中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理  

を行うとともに、新規事業等に戦略的、迅速か  
つ柔軟に対応できるような人員管理方策を導入  
し、効率的かつ効果的な配置を行う。 

 
 ２） 組織の活性化及び事務職員等の質の向上に資  

するため、人事制度、人事評価制度、人材育成  
制度の改革を行うことにより、事務職員等自ら  
がやりがいをもって職務に精励できる環境の整  
備を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 １）中長期的な人事計画に基づき適切な人員管理を 

行うとともに、新規事業等に戦略的、迅速かつ柔 
軟に対応できるような人員管理方策を導入し、効 
率的かつ効果的な配置を行う。 

 
 ２）組織の活性化及び事務職員等の質の向上に資す 

るため、人事制度、人事評価制度、人材育成制度 
の改革を行うことにより、事務職員等自らがやり 
がいをもって職務に精励できる環境の整備を行
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 １）平成24年度に策定した年俸制による卓越教授、

シニア教授及びシニア准教授の新たな教員人事制度
の運用を開始し、シニア教授１名・シニア准教授３
名を採用した。 

さらに、特定の専門分野に関し、特別の資格、知
識及び経験等を持って当該分野の教育・研究等に従
事する「特命教員」制度の運用を平成26年４月に開
始する。 

 
２）海外派遣研修、管理職研修等の改善を図りなが
ら、本年度計画していた研修の全てを実施するとと
もに、新たにeラーニングを用いた語学研修やIRに
関する研修を実施し、平成25年４月１日から26年３
月31日の間に21種類の学内研修を企画・実施し、延
べ500名の職員が受講した。 

  （具体的には、新採用事務職員研修、ミドルフォ
ロワ研修（主任研修）、チームリーダー研修、ユニ
ット長研修、海外派遣研修、会計実務研修、IR研修
等） 

新たに実施したeラーニングを用いた語学研修で
は、常勤職員、非常勤職員合わせて76名が受講し、
修了要件としているTOEIC-IPの受験結果において、
21名が600点以上、そのうち14名が700点以上を取得
し、事務職員の語学力の向上を図った。 

また、来年度の研修計画策定において、今年度実
施した研修アンケート調査や要望等を検証し、新た
な研修プログラムを計画した。 
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収容定員 収容数 定員充足率

教育学研究科（修士課程）

収容定員 収容数 定員充足率 学校教育実践専攻 26 22 84.62

(a) (b) (b)/(a)×100 教科教育実践専攻 68 71 104.41

(人) (人) (％) 社会文化科学研究科（博士前期課程）

文学部 総合人間学科 220 246 111.82 公共政策学専攻 23 15 65.22

歴史学科 140 155 110.71 法学専攻 21 20 95.24

文学科 200 228 114.00 現代社会人間学専攻 36 58 161.11

コミュニケーション情報学科 120 141 117.50 文化学専攻 36 43 119.44

学部共通（３年次編入） 20 ※(5) 教授システム学専攻 30 50 166.67

教育学部 小学校教員養成課程 440 489 111.14 自然科学研究科（博士前期課程）

中学校教員養成課程 280 321 114.64 理学専攻 170 180 105.88

特別支援学校教員養成課程 80 88 110.00 数学専攻 30 29 96.67

養護教諭養成課程 120 133 110.83 複合新領域科学専攻 24 12 50.00

地域共生社会課程 80 93 116.25 物質生命化学専攻 86 108 125.58

生涯スポーツ福祉課程 160 171 106.88 マテリアル工学専攻 50 58 116.00

法学部 法学科 840 937 111.55 機械システム工学専攻 114 128 112.28

学部共通（３年次編入） 20 ※(1) 情報電気電子工学専攻 162 189 116.67

理学部 理学科 760 830 109.21 社会環境工学専攻 76 71 93.42

医学部 医学科 670 691 103.13 建築学専攻 72 87 120.83

保健学科 576 639 110.94 医学教育部（修士課程）

保健学科共通（３年次編入） 32 ※(25) 医科学専攻 40 61 152.50

薬学部 薬学科 330 339 102.73 保健学教育部（修士課程） 150.00

創薬・生命薬科学科 140 157 112.14 保健学専攻 2

薬科学科 1 保健学教育部（博士前期課程）

工学部 物質生命化学科 320 349 109.06 保健学専攻 32 46

マテリアル工学科 184 206 111.96 薬学教育部（博士前期課程）

機械システム工学科 388 481 123.97 創薬・生命薬科学専攻 70 65 92.86

社会環境工学科 284 316 111.27

建築学科 224 276 123.21 1,166 1,313 112.61

情報電気電子工学科 612 737 120.42 1,315

数理工学科 40 50 125.00

電気システム工学科 1

学部共通（３年次編入） 90 ※(102)

7,370 8,073 109.54

8,075収容定員のない学生を含む

○　別表（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について） 学部の学科、研究科の専攻等名

学士課程　　計

学部の学科、研究科の専攻等名

修士課程　　計

収容定員のない学生を含む

注）※印で示してある文学部、法学部、医学部及び工学部の３年次編入の収容数欄
の（）は内数であり、各学部各学科の収容数に含まれる。
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収容定員 収容数 定員充足率 収容定員 収容数 定員充足率

社会文化科学研究科（博士後期課程） 附属幼稚園

人間・社会科学専攻 18 43 238.89 学級数　　５ 160 123 76.88

文化学専攻 18 21 116.67 附属小学校

教授システム学専攻 9 21 233.33 学級数　１８ 690 694 100.58

公共社会政策学専攻 2 附属中学校

自然科学研究科（博士後期課程） 学級数　１２ 480 474 98.75

理学専攻 30 44 146.67 附属特別支援学校

複合新領域科学専攻 54 52 96.30 小学部　　学級数　　３ 18 17 94.44

産業創造工学専攻 42 53 126.19 中学部　　学級数　　３ 18 18 100.00

情報電気電子工学専攻 30 41 136.67 高等部　　学級数　　３ 24 25 104.17

環境共生工学専攻 30 38 126.67

システム情報科学専攻 1

医学教育部（博士課程） 【修士課程（博士前期課程）】

医学専攻 352 326 92.61 ○教育学研究科：学校教育実践専攻

環境社会医学専攻 4

保健学教育部（博士後期課程）

保健学専攻 18 27 150.00

薬学教育部（博士後期課程）

創薬･生命薬科学専攻 20 24 120.00

分子機能薬学専攻 7

生命薬科学専攻 8

薬学教育部（博士課程）

医療薬学専攻 16 13 81.25

637 703 110.36

725

収容定員 収容数 定員充足率

法曹養成研究科（専門職学位課程）

法曹養成専攻 66 39 59.09

66 39 59.09

収容定員 収容数 定員充足率

特別支援教育特別専攻科

特別支援教育専攻 20 21 105.00

20 21 105.00

収容定員 収容数 定員充足率

養護教諭特別別科 40 46 115.00

40 46 115.00

収容定員のない学生を含む

　教育学研究科においては、受験者募集の広報活動に平素より努めているところであるが、学部

における教員採用試験受験率・合格率の向上に伴い、その結果、大学院教育学研究科進学希望者

が減少した。また、熊本県教育委員会からの現職派遣教員の推薦も、財政上の事情から厳しい状

況があり減少をみている。

学校教育実践専攻は、入学定員13名に対し、平成24年度入学の２年次については、入学志願者が

14名、合格者が11名、入学者が10名であったが、そのうち１名が３月末で退学したため、収容数

が９名で定員充足率が69.2%となり定員が充足できなかった。また、平成25年度入学の１年次は、

入学定員13名に対し、入学志願者が25名、合格者が11名、入学者が10名のため、定員充足率は

76.9%となり定員が充足できなかった。前述の２年次が定員を充足しない９名で学年進行してお

り、留年者３名を含め２学年の合計は22名で定員の26名を充足することはできなかった。

 学校教育実践専攻においては、学校教育専修は定員10名に対し在籍者10名と満たしている状況で

あるが、特別支援教育専修は定員10名に対し在籍者８名、養護教育専修は定員６名に対し在籍者

４名という定員未充足の現状である。こうした現状の理由として、特別支援教育専修は学校現場

における「特別支援教育」の高いニーズを踏まえて、平成24年度入学の２年次では熊本県教育委

員会派遣教員が５名中２名を占めていたものが、平成25年度入学者では０名となり熊本市派遣の

１名にとどまったことが大きい。また、養護教育専修については、「九州唯一の国立大学法人４

年課程」という学部養護教諭養成課程がもつ特性から、平成24年度は養護教諭の採用が好調なた

め内部からの研究科進学がおらず、さらに学校現場では養護教諭が1名配置のため、一般の学校教

諭とは異なり現職派遣の機会が少ないという状況があげられる。

 今後とも、受験者の適正な確保については広報活動を含め一層の努力を行い、高度な実践的指導

力の修得を目指す学部からの進学者の確保、また、他大学の教育学研究科にない魅力的な実践的

教育カリキュラムの充実に努めることにより他大学からの進学者の確保、さらには、学校現場に

おける特別支援教育や養護教育の重要性を踏まえた熊本県教育委員会及び熊本市教育委員会との

連携・協働事業の一層の推進を図ることにより現職派遣教員の安定的な確保等に努め、総合的な

定員充足対策を進めていくものである。

なお、平成29年度からの教職大学院設置へ向けて、熊本県教育委員会及び熊本市教育委員会等と

の連携の下に諮問会議を平成26年度より設置し、大学院教育学研究科の教育プログラムの改善を

図っていくこととしており、このことが本研究科の教育の品質保証を担保し定員充足に繋がるも

のと考えられる。

学部の学科、研究科の専攻等名

別科　　計

学部の学科、研究科の専攻等名

学部の学科、研究科の専攻等名

専門職学位課程　　計

学部の学科、研究科の専攻等名

専攻科　　計

学部の学科、研究科の専攻等名

○　計画の実施状況等

博士課程　　計
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【博士課程（博士後期課程）】

○社会文化科学研究科：公共政策学専攻 ○薬学教育部：医療薬学専攻

○自然科学研究科：複合新領域科学専攻

【専門職学位課程】

○法曹養成研究科　法曹養成専攻

　平成25年度の入試状況は、入学定員13名に対して受験者７名、合格者６名、入学
者が６名となり定員充足46.15％であった。
　受験者数は、平成21年度13名、平成22年度10名、平成23年度７名及び平成24年度
８名と減少していること及び合格基準に達してないことによるものである。
　平成25年度の収容数は、この入学者６名に加え、在学生の９名に加えて15名とな
り収容定員に対する定員充足率65.22％となり定員を充足できなかった。
　今後は、入学者に占める社会人の割合が過去３年間で37.5％という状況に対し
て、法学部からの受験者を増やすよう検討するとともに、新たな研究教育組織の再
構築や法学部４年生を対象とした学内推薦特別選抜制度も併せて検討を行う。

　薬学教育部の定員充足率は博士後期課程が120％、博士課程が87.5％であり、博
士課程において90％未満となっている。博士後期課程は４年制学部（創薬・生命薬
科学科）、２年間の博士前期課程に続く３年間の課程であり、博士課程は６年制学
部（薬学科）に続く４年間の課程である。
 薬学教育６年制が導入されたのは平成18年度であり、平成17年度入学の学部旧４
年生課程の学生が卒業してから平成18年度入学の学部６年制課程の卒業者が出るま
での２年間は、薬剤師の資格を持った学部卒業生が輩出せず、全国の薬局、病院で
深刻な薬剤師不足が生じた。初めての学部６年制課程の学生が卒業した。平成24年
３月には薬剤師の求人が殺到したため、６年制課程に接続する大学院博士課程に進
学する者が減少した。薬剤師需給バランスが回復するまでこの傾向が続くものと思
われ、平成25年５月１日にもこの影響が残ったものと考えられる。
　大学院入学者の母体は学部卒業者であり、６年制の薬学科を卒業した者には薬剤
師国家試験受験資格が与えられるが、４年制の創薬・生命薬科学科を卒業した者に
は与えられない。しかし、４年制の創薬・生命薬科学科を卒業して大学院に進学
し、一定の要件を満たした者にも国家試験受験資格を与えるという経過措置が平成
29年度入学者まで続き、現在、創薬・生命薬科学科の入学者の中には、ある程度の
割合で、この経過措置を利用して薬剤師を取得することを希望する者が含まれてい
る。この経過措置の最終年である平成29年度に向けて、どのような志望の学生がど
ちらの学科を受験するかという分布動向が変化していくと予想され、平成18年度に
導入された６年制薬学教育が一巡し、さらに４年制課程に対する経過措置が終る平
成29年度までの10年間が薬学部入試の流動期と言える。この流動期の学部入学者の
大学院への進学状況を見据えて、中長期的な視野に立った対応が必要と考えてい
る。

　本研究科における平成25年度入試の状況は、入学定員22名に対し受験者34名、合
格者17名、入学者９名であった。法科大学院志願者は全国的に激減しており、これ
に伴い、本研究科受験者数も少数であったことが理由の第１である。また、このよ
うな全国的な志願者減は、入学者確保における大学間の競合に繋がり、学生は都市
部の大規模校や、各種支援の充実した法科大学院を選択する傾向にあり、その結
果、多数の入学辞退者を招いたことも入学者減少の一因と思われる。これらへの対
応として、平成26年度入試から、入学定員を22名から16名に削減するとともに、入
試会場として新たに福岡会場を加える等、入学定員の充足に向けた取組を行うこと
とした。

　複合新領域科学専攻は，熊本大学独自の特色ある専攻として、４月入学に加えて
IJEP(International Joint Education Program for Science and Technology)プロ
グラムを活用し、10月入学を実施し世界を視野に入れた留学生の獲得を進めてき
た。
　しかし、平成25年度の博士前期課程については，今後10月入学者の可能性は残さ
れているが、現時点では50％と90％を下回る定員充足率となっている。
これまで、複合新領域科学専攻への応募学生は，Global COEプログラムの研究員と
なることを目指し、博士課程へと進学することを前提に入学していた。平成24年度
にGlobal COEプログラムが終了したことを受け、パルスパワー科学研究所を設立し
たが、博士課程への進学はこれまでのように直結している訳ではない。このため、
複合新領域以外の母体専攻への希望に変更する学生が多くなったと考えられる。こ
れを踏まえて、自然科学研究科では複合新領域科学専攻も含めた改組の計画を進め
ている。その計画にしたがって専攻での定員の見直しも含めて入学者数の充足を図
り、優秀な学生獲得に向けて十分な対応を行う予定である。


